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第5章結論
＊ 富山県は通産省の繊維産地市町村の指定を受け， 城端町を中心とする絹人繊織物産地の振興計画を作成し
た。本研究は，富山県の委託によってその振興計画作成のために， 昭和53年12月から昭和54年3月にかけて実
施した調査に基づいている。その際，富山県中小企業課及び統計調査課， 城端町役場企画室，北陸電力営業部
営業計画課の方々には大変お世話になりましたことを記して感謝します。なお，本稿の執筆分担は次の通りで
ある。
植村序章，第1章2，第2章6。
小原第2章1～5. 7～9，第4章。
油井第1章I，第3章，第5章。
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序章城端町周辺地域の織物業の歴史的背景
城端町は富山県の西南部に位置し， 砺波市を中心とする砺波平野が広く南に延びる最南端に当り，
その南の五箇山（ごかやま）に通ずる山麓集落として発達した。 水田単｛乍の卓越する平野と背後の
山村との物資交流の交通上，商業上の要衝の地をなしてきた。
古くは，この地は「かはかみ」と呼ばれ， 室町時代には真宗の城端別院である善徳寺が天正元年
(1573〕に福光町から移築されてから門前町として栄え， 市場町としても発展したコ著倍、寺は井波
町の瑞泉寺と共に南砺における真宗の双壁をなし， 五箇山を含む信仰圏を確立し町の芸術文化の発
展にも大きく貢献してきた。江戸時代には五箇山との交通は一一人喰谷， 細尾峠などの隙岨な坂道
の難所を越えるが一一次第に活溌となり， 半lJ方といわれる商業資本家を形成した。五箇山の山村の
生産物である和紙や糸などと平野の産物である米やその他生活用品を交換する業務に掌わるが， 五
箇山産物の独占的集荷を行い貸方となっていた。 またボッカと呼ばれる運搬業者もあり， 判方に多
く所属した。その取引範囲は庄川沿いの平村・上平村の全部落に及んだ。 この地の交易はやがて明
治になって五箇山の山村の狭い農地を収奪することになった。即ち五箇山の住民は冬龍りの期間の
米を中心とする生活必需品，さらには冬仕事の材料について， 前貸を受けるようになり， その生産
は判方に従属することとなった。 この取引は， 判方に五箇山の各農家の申し込みによってなされ，
その運搬も判方が担当した。かくて五箇山に仕送りする米や塩などには運賃が加算されており，五
箇山から搬入される山の産物は運賃が差し51かれることになり， さらに前貸金には月 1分余の利子
が課ぜられた。
城端はこうして五箇山を後背地にもつ商業の町の性格をもちながら， 彼らは不在地主屠にもづ規
模ながら転化した。山村では食糧の確保は重要な課題であり， 中でも米は貴重品であった。五箇山
は「土地貧乏の所」といわれ， 山村経済の根幹をなす林業もここではその上流の飛騨と異なり， 春
先の雪崩れで植林も進まず， 和紙と養蚕や塩硝の製造が僅かに行われるにすぎなかった。それはこ
のような脆弱な基盤をもっ五箇山に対したのでその発展性にも限界があったが， その蓄積した資本
は，城端機業の近代化に寄与したことを忘れてはならなし、。判方はまた道路の改修により交通が便
利となり，さらに戦時の米の食料配給制により， この種の商業形態の衰退と共に消滅した。
養蚕は砺波の農村の古くからの重要な産業であった。繭や糸は城端や福光に運ばれて賃挽された。
城端の絹機業は， 天正年聞から始まったとされるが，元禄の頃に急速に盛んになった。藩政時代中
期から後期にかけて加賀絹の一部として京・江戸方面に販売された。元禄6年には城端全戸数689戸
のうち，実に 54%に当る375戸が絹に関係した職業に従事する程の繁栄をみせた（『城端町史』 269
頁）。大部分は絹の生産者であったが，一部は販売業も兼ねていた。絹屋は近在から雇用された「下
人下女数」によって製造された。絹の産額は文政頃2万疋余， 嘉永の頃6万疋にも達した。 そして
加賀問屋を通じて京都方面に送られていたが， 幕末期には江戸に新市場を開拓した。現在も絹織物
を行なっているこの町の伝統は， この頃に形成されたといえるc そしてまた金沢問屋との関係もこ
の頃から作り出された。 なお近隣の福光およびその付近には麻織物が藩政時代から栄えており，絹
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や麻を出発点とした城端から福光にかけての南砺地域は， 明治には内地向羽二重から輸出向羽二重
に転向し，北陸羽二重産地の一翼を担っている。
明治初期の城端町は『城端町史』 （同880頁）によれば， 「戸数は約 l,000戸でその9割に手織機
があり， 軒を並べてチンカラ・チンカラと景気よく動かされていた」とある。 この手織機は婦女子
の手による居坐機であり，薄絹が織られていた。 こうして益々産業が機業への単一化を進めていた。
日清戦争後，バッタン機が導入されて， 織元や生絹問屋などによる自家作業場が大規模化され， ま
た賃機の手織機人の中から独立機業化する者があらわれ， 大規模の経営への移行が進み， 羽二重製
織や紹製織が始まった。さらに大正初期には電動機による津田式織機が導入され，第1次大戦によ
り絹業は活況を呈し， 黄金時代を迎えた。従来の6～7万疋から10万疋を大きく超えて急に2倍近
くの生産となった。そして法人経営化も進んだ。大部分は中小企業であるが， 中には力織機90台，
従業員 120人をもっ工場も出現したO しかし大戦後の不況，世界恐慌により倒産，休業が続出し，
36の工場が15に減少した。 この不況対策として撚糸機と人絹織物が導入され， 昭和10年頃より輸出
用の人絹の生産拡大のために城端の周辺に新たに工場が立地した。第2次大戦に近づくにつれて原
糸及び価格の統制が進められ， また企業統合も行われ統制機構の中で生産は増進し， 昭和14年には
約50万疋の絹・人絹織物を生産した。 しかしその後の企業整備により，城端機業は戦力増強のため
諸施設は屑鉄化され，全滅的打撃をうけた。
戦後はとくに朝鮮動乱により機業は活気を取り戻した。 しかしその実態は金沢市の絹及び原糸問
屋の下請としての生産であった。 昭和30年代には， ナイロ γ ・テトロンなどの合成繊維織物の製造
も始まり，絹の城端は， 人絹時代を経て，ナイロ γ ・テトロ γ時代に入ることになった。 しかし戦
後の復古調の波にのって羽二重も生産された。従業者は城端町及びその周辺の農村部落の稲作の潜
在的失業の労働力が雇用せられ， 城端機業との結合は変らなし、。昭和30年頃では城端の工場はその
数は総数72のうち，繊維が却を占め，圧倒的に多かった。この他は食料品11，木材・木製品9などで
あった。従業者数では繊維が680人で全体の55%を占め次いで電気機械の190人， 即ち15%である。
出荷額でも繊維工業が 55,000万円で68%を占めた。第2位が電気機械で6,000万円で7.5%におち，
第3位は木材・木製品で 5,300万円で6.5%である。
こうして，城端の町は近年になって食料品工業，木工業， 電気機械工業等も展開しつつあるが，
その匡倒的地位は繊維産業が占めてきていて， 繊維産地の町としての性格は変らないと云うことが
できるO
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第1章新規産業導入の必要性と富山県の
工業団地の現状と問題点
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本章では，まず初めに城端町を中心とする絹人繊織物工業の産地に新規産業を導入する必要性に
ついて整理するO 次いで， 富山県における工業団地開発の現状と問題点についてまとめることにす
る。
1. 新規産業導入の必要性
当該地域に新規産業を導入する必要性は， 次の4点にまとめられる。
①繊維産業の低迷
石油危機以降の内需不振，消費構造の変化， 発展途上国の追い上げ， 為替レートの変動等によっ
て， わが国の繊維産業が停滞を余儀なくされていることは，よく知られている。富山県の繊維産業
もその例外ではなく，第1-1表にみるように，工業に占める繊維産業の比率は， 出荷額， 従業者
数，事業所数のいずれをみても，漸減傾向にある。
第 1ー 1表富山県における繊維工業の推移
云町昭和吋 44 45 46 47 48 49 50 51 52 
事業所数 351 398 426 420 510 480 456 501 488 464 
（構成比〉 7.1 7.4 7.6 7.6 7.9 7.7 7.5 7.7 7.7 7.5 
従業者数 23,079 23,346 23, 485 23,084 22,929 23, 196 19,343 18,942 18,746 17,980 
（構成比） 17.1 16.0 15.5 15.7 15.0 15.0 13.1 12.9 13.1 12.4 
製造品出荷額6,104,111 7,097,225 
叫＇t"'・ 9,444,610 12,127,810 12,183,132 12,242,524 15,918,099 15,135,041 （構成比） 12.1 11.5 10. 11.4 10.6 10.2 8.1 8.3 9.3 8.3 
資料：富山県統計調査課『工業統計調査結果表』
注産業別中分類の数値を示している。従業者数の単位は人，製造品出荷額の単位は万円構成比の単位は
%である。
このような事態に対処するため， 構造改善事業が進められ， 旧式設備の廃棄や製品の高級化が図
られている。その結果， 最近になって業績に回復の兆しがうかがえるものの， 中長期的傾向として
は，かつてのような繁栄は期待しにくい環境にあるO
② 産業構造（製造業の就業構造）の偏り
城端町及びその周辺の地域においては， 製造業の就業構造が繊維産業に著しく偏っている。第l
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第 1-1図町村別・業種別従業者数の推移
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資料：富山県統計調査課『工業統計調査給果表』 （昭
和47,48, 49, 50, 51, 52年〉
富山県中小企業課調べ
注各年12月31日現在
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-1図にみるように， これはとくに城端町において顕著で、あり， 製造業に占める繊維産業のウェイ
トは事業所数で40.3%，従業者数で55.0%，出荷額で53.6%c昭和52年〕である。
このように就業構造に偏りが存在するために， 繊維産業の好・不況が地域経済全体に大きな影響
を及ぼし，景気変動に対する地域経済の抵抗力を弱めている。
＠所得水準の停滞
城端町の1人当り所得水準は， 県平均はもとより周辺の市や町に比べて低い水準にある。 データ
の制約のため，城端町の1人当り分配所得を直接， 比較することはできないので， 市町村民税の納
税義務者1人当りの納税額によって間接的に比較してみると， 第1-2表のようになる。 家族構成
や法人の事業形態によって納税額に差が生じうるので厳密なことは言い難いが， しかし法人税割の
格差は特筆すべきであろう。
第 1-2表担税力の比較（市町村氏税〕 （単位円〕
瓦諭さ~I 所得割（1) 法人税割（2)
城 端 町 21,072 149,094 
井 波 町 25,460 318,699 
井 口 村 17,293 107,500 
福 野 町 23,858 384,562 
福 光 町 24,400 560,295 
富 山 市 42,222 477,763 
高 岡 市 40, 170 379,631 
砺 波 市 28,963 184,178 
県 平 32,977 460,501 
資料：富山県税務課『市町村税の状況』（昭和52年度）
注市町村民税の納税義務者1人当り納税額を示す。
(3) = (1) + (2) 
23,297 
32,566 
17,598 
34,084 
30, 158 
62,610 
54,876 
33,227 
45,661 
こうした所得較差は， 産地企業に小規模零細企業が多く， 総合商社や産元商社，産地外メーカー
の下請となって，主に賃加工によって収入を得ていること， 労働生産性が低く， 低賃金労働である
ことを反映していると考えられる。 さらに， 上述のごとく城端町においては繊維産業を補完する有
力な製造業が存在しないため，繊維産業の低迷が直接， 影響を及ぼしていると思われる。
④ 余剰労働力の雇用機会の確保
繊維産業を補完する製造業が欠除していることは，城端町から周辺市町村へ労働力の流出を引き
起しているだけでなく，就業人口の低下傾向さえみられる。第1-3表によれば，城端町から他市
町村へ1,225人が流出し，また他市町村から689人が流入しているから， 差し引き536人が流出してい
る。また，労働力の推移については，第1-4表の通りである。
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第1-3表労働力の移動
ミ吉之ご」城端町福光町｜井波町｜福野町 井口村｜論特｜総流出労働力｜純流出労働力｜常住人口
城端町 5,669 40 190 10 667 1,225 536 6,894 
福光町 318 10,621 65 594 14 1,520 2,511 1,232 13,132 
井波町 37 109 5, 108 342 18 959 1,465 240 6,593 
福野町 61 395 192 6,521 l,613 2,261 ム454 8,782 
井口村 138 44 75 67 473 95 419 359 892 
その他市町村 135 413 853 l, 765 18 
総流入労働力 1 6891 1,2791 l,2251 問 5 60 
???? ??????????? 、?????
?
?
? ?? ??
?
?『
?
????? ?? ???
?
???
第 1-4表城端町の労働力の推移 （単位人）
＼＼＼＼＼年次・項目 昭和 40 年 45 5ο 
項目 ＼＼＼ 総 数｜ 男 女 総 男 女 総 数｜ 男 女
総 人 ロ 12, 783 5,999 6,784 12,048 5,740 6,308 11,885 5, 714 6, 171 
15才以上の人口 9,726 4,447 5,279 9,513 4,431 5,082 9,330 4,404 4,926 
労働力総数 7,387 3,642 3,745 7,495 3,767 3,728 6,969 3,679 3,290 
就 業 者 数 7,370 3,629 3,741 7,451 3,736 3,715 6,894 3,631 3,263 
資料．総理府『国勢調査J
注各年の10月1日現在
今後，農業構造改善事業によって農業の機械化， 省力化がいっそう推進されれば， 余剰労働力が
さらに発生すると考えられる。 したがって， このような余剰労働力を吸収する雇用機会を確保する
ことが必要となるO
以上のような城端町及びその周辺地域の経済的状況を改善し， 地域経済の健全な発展を促進する
ためには， 繊維産業自体の構造改善を図るとともに， 繊維産業を補完する産業を新規に導入する必
要があると考えられる。
2. 富山県の工業団地の現状と問題点
富山県は高度化事業の助成対象となる工場団地は11個所あって，全国の各県当たりが 5.7団地で
あるのにくらべると比較的に多し、。業種的には機械・金属が多く 8を占め，他は家具・木工し そ
の他2である。
このうち規模の小さい団地を，その用地 50,000m"以下のものに限って掲げると第1-5表のよう
に示される。
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第1-5表富山県の小規模工場団地一覧表
面 積（nl)
年度 組 1仁~ 名 所在地 業 種 参加企業数
地｜建用 物
昭和39年 富山木工団地 富山市 木 工 22 27,401 9,989 
47 福岡金属工業団地 福岡町 金属製品 14 46,232 10,219 
49 富山新港鉄工業団地 新湊市 機械金属 11 47,886 9,991 
51 朝日町鉄工業団地 朝日町 ， 10 23,262 5,106 
52 大島町企業団地 大島町 窯業金・属土製石品など 11 19,561 7,598 
資料：北陸経済研究所『北陸経済研究』 No.9 (1979年〉
『北陸経済研究』凡9によってその概要を述べることにする。
(1）工場団地の建設
工場団地の計画をはじめようとし寸最初の段階一一例えば， 建設の準備委員会が聞かれる段階か
ら建設業者と契約・発注する計画確定までの期間は， 必ずしも一定していないが，大体3年以上
かかるのが多い。富山県にある工場団地11について投資額をみると， 3億円以下の団地は3であり，
3～5億円の団地はI，また5～7億円の団地も 1であるO 7～10億円の団地は3を数える。その
他の規模の大きい投資団地としては， 10～15億円， 20～25億， 30億円以上の団地は各1つ存在するO
これらの団地のうち3億円以下の団地の業種をみると， 機械・金属が2であり， 家具・木工が1で
あるO 3～5億円投資の団地では，やはり， 機械・金属， また5～7億円の団地も同じく機械・金
属であるO なお可成り投資規模の大きい7～10億円の部類も機械・金属である。
これらの団地の投資資金についてその調達の方法は， 高度化資金によるものが 54.6%であって多
¥, 、。それは機械・金属の業種にあらわれていて， ここでは53.2%はこれによっている。 なお機械・
金属ではこのほかは他からの借り入れ金であり， 自己資金は 20%である。次に家具・木工類では高
度化資金は40.0%，高度化以外の借り入れは32%，自己資金28%となっているO
(2) 工場団地形成の動機と成果
中小企業はきびしい経済環境の中で生きぬくためには，技術の問題， 商品の高級化・多様化， 発
展途上国の追いあげ， 公害対策などの諸問題のほかにその経営の近代化， 体質改善の重要な課題が
あり，その打開策として集団化， 施設の共同利用方策として， 工場団地の形成が進められてきた。
富山県のこれら工場団地を形成した目的をあげると， 「工場拡張や設備の近代化による生産力の
増大，対外信用の強化をはかるため」という項目が第1位であり， 次いで「工場の騒音， ばい煙，
汚水等の公害からの解放」が第2位であり， 第3位は「労働環境等の整備による労働力の確保のた
めJであり，第4位が「共同事業の活用による生産コストの低減」があげられている。そしてこれ
らの目的をおし進めた動機としては「工場が狭陸であった」ことが第1に多く， 次は「高度化資金
の利用」がこれと大差なく多い動機となっている。
そして，工場団地が形成されたことによって生産面では，能率の向上， 設備の改善， 省力化の実
現が進んだこと，また流通面でも販売力の強化， 受注の安定・増大が得られたこと， 労務面でも勤
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労意欲の向上，従業員の定着などの効果があらわれたとされる。 また金融面で、は信用の増大， 資金
の導入も向上したO こうして立地的制約からの解放とか合理化の契機の把握， 経営の組織化， 共同
化への前進などのメリットが得られるが， 他方において団地の参加企業の内容やその多寡，業種の
構成のありかた， また集団の指導力の功劣あるいは参加企業の組合ばなれ， 参加資金負担の増大な
ど， その経営の適正な運営を十分に検討して計画を進めなければならなし、。 また福祉厚生施設も十
分でない場合も少くない。
以上において， 円七睦経済研究』ぬ9(1979年〉に多くよりながら， 富山県の工業団地の現状と
問題点について述べた。城端町の是安地区の工場団地は規模が小さいが， それだけにやはりその建
設・運営についてはこれらの諸点を十分に考慮して取りくまなければならなし、。
第2章新規産業導入地域の現状
本章では， 新規産業導入地域として指定された城端町の現状について少なくとも次のような9つ
の観点，すなわち， 1.位置と行政区域， 2.地形と気候， 3.土地利用， 4.交通， 5.人口動態と人
口構造， 6.就業者の流出入， 7.産業構造， 8.住宅等の各種施設水準， 9.都市計画， から検討す
る必要がある。 とりわけ，城端町の産業構造の中で工業の現状に重点をおいて検討する必要があるO
1. 位置と行政区域
新規産業の導入地域は，東経136°57＇～136°51＇，北緯 36°25＇～ε6°32'v：：：.位置する現在の城端町であ
る。現在の城端町は2 富山県南西部に位置し， 昭和27年5月1日に旧城端町，南山村， 大鋸屋村，
蓑谷村及び北野村の1町4村が合併し， 昭和31年2月1日には旧山田村の一部を編入合併して誕生
した。現在の城端町の最も端的な特色は，昭和52年10月1日現在人口12,026人，行政区域面積65.84
帥（＝6,584ha）の繊維産地であるということである。 この城端町の人口規模は昭和52年10月1日現
在富山県人口l,085,710人の1.1%を占めている。
また，城端町の行政区域面積は富山県土4,252.16km2の1.5%を占めているO その行政区域は，西
を福光町，南を平村と上平村， 北を福野町， 北東を井口村に隣接した南砺地方と五筒山地方とを結
ぶ交通路の結節点に位置しているO 交通路の拠点にあることは，序章において叙述されているよう
な城端町の歴史的な地方文化， 風土，商業等の活動だけでなし この地方の人々の生活に大きな影
響を及ぼしてきたに違いない。
2. 地形と気候
城端町の地形は， 概してその北部では砺波地方に接して平野がひらけ， 南部では五箇山地方の山
地に接した標高123.4m程度の扇状沖積地と山田JII，池川，その他の渓流の清水に恵まれた洪積段丘
から成り立っている。
城端町の気候は，いわゆる裏日本型である。年間平均気温は昭和52年の場合 15.6℃であり，寒暖
の気温較差は年間平均してl8°C程度である。降水量は多雪地域のため毎年かなり多く， 昭和52年の
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年間降水量は2,326.7mmで、ある。
3. 土地利用
昭和52年1月1日現在，城端町の行政区域面積 65.84伽2( =6,584ha）の56.2%の3,703加を公有地
が占め，森林・原野の l,l73haが17.8%を占めている。回と畑を含めた可住地面積（＝総面積一森林
・原野面積一湖沼面積） l,69lhaは25.6%で、ある（第2-1表〉。城端町の可住地面積は富山県の司
住地面積l,852km2の3.6%にあたり，城端町民1人当りの可住地面積5.5m2は富山県民の 1人当りの
可住地面積1.7m2よりも広L、。
第2-1表地目別土地利用の現状 （単位 ha) 
年 次 回 ~IE ｜宅地｜森林｜原野｜雑種地｜その他｜公有地｜総数
昭和 49年 1,217 
50 1,216 
51 l, 245 
52 l, 293 
53 1,305 
資料：城端町税務課調べ
注各年1月1日現在
227 161 
225 164 
193 166 
195 190 
188 198 
第2-2表農地転用の現状
l,670 143 1 
1,670 139 11 
1,672 138 11 
1, 170 140 15 
1,034 139 16 1 
（単位 ha〕
年次｜総数 ［住宅用地｜工業用地｜農村漁業喜｜車lピス妻｜公共用施設！植
件 件 件 ｛牛 ｛牛 件 件
昭和48年 58 4,286.6 29 844.7 1 889.2 9 l, 791. 7 5 283.6 - 4 
49 37 2,997.1 6 137.1 5 330.6 2 89.7 -23 
50 17 540.6 11 232.2 1 15.2 1 53.6 2 42.2 1 56.5 1 
51 27 l, 162. 2 11 237.5 4 132.9 2 54.4 6 380.6 4 356.8 
52 34 2, 104. 5 11 354. 5 5 324.4 12 1, 110.0 4 197.7 
資料：城端町農業委員会調べ
注 1. 原資料の単位はcm2表示であるが， ha表示に換算している。
2. 「件jは転用件数である。
3, 155 6,584 
3, 159 6,584 
3,158 6,584 
3,580 6,584 
3,703 6,584 
林｜その他
件
437.4 
2,430.5 1 9. < 
140.9 
2 111.2 
しかし，城端町の可住地面積l,69lhaの中で、も宅地化と工業用地化は，第2-2表のように，年々
進んでいる。水稲単作地帯である城端町は昭和46年1月5日に農業振興地域に指定されている。第
1-2表は農地法による許可を必要とする農地の転用状況の推移を示している。昭和48年から昭和
52年の 5年間では，農業振興地域整備計画に基づく農用地区域内の転用規制強化とオイルショック
後これに伴って生じた不況とによって， 農地の転用は50.9%減少しているO 昭和52年の農地転用総
数は2,104.5haで、あり， このうちの15.4%(324.4ha）が工業用地に転用されている。 この表の他に，
農地法の規制を受けない農地の転用として，国，地方公共団体等の道路， 用水路， 排水路等への転
用や20.0ha未満の農業用施設への転用がある。 この場合の農地の転用は， 年によってバラツキがあ
るが，昭和48年l,500ha，昭和46年l,OlOha，昭和50年3,800ha, 昭和51年l,920ha, 昭和52年1,440
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haで、ある。
城端町は， 昭和37年9月には低開発地域工業開発地区， 昭和47年9月には「低開発地域工業開発
促進法」の施行に伴う固定資産税の課税免除に関する条例の対象地区， 昭和47年10月には工場再配
置促進地域の特別誘導地域にそれぞれ指定されている。その後昭来51年3月1日には農村地域工業
導入地区として城端町是安地区が指定されている。
4.交通
城端町の交通については，道路の現状と鉄道輸送の現状をみる必要がある。
(1）道路
城端町内の幹線道路には， 国道304号線へ接続する県道福野城端線がある。城端町内の国道，県
道，町道の現況（昭和53年4月1日現在）は， 第2-3-1表の通りである。一般国道の改良率は
60.1%，その舗装率は72.0%でまだ未整備であり， 県道の改良率は88.4%. その舗装率は80.5%で
県道は大体整備されているO
第2-3-1表城端町内の国道，県道町道の現況 （単位 km,%) 
国道・県道 ｜一般国道｜主要地方道｜一般地方道｜県道計｜国道・県道計
総実延長 (A) 14.2 3.1 15.9 19.0 33.2 
改 良済（B) 8.5 3.1 13.7 16.8 25.3 
改 良 率（~） 60.1% 100.0 86.0 88.4 76.2 
舗装済（C) 10.2 3.1 12.2 15.3 25.5 
舗装率（＊） 72.0% 100.0 76.2 80.5 76.8 
町 級｜二 級｜そ の 他｜町 1、当旦~ 計
路 線 数 15 13 130 158 
総実延長 27.0 20.9 97.1 145.0 
改 良 済 22.4 18.1 56.3 96.8 
改 良 率 83.0% 86.6 58.0 66.8 
舗 装 済 22.6 15.2 27.2 65.0 
舗 オ3士ミ 率 83.7% 72.7 28.0 44.8 
資料：富山県道路課『国道・県道の市町村別道路現況調書』 （昭和53年〕，悶『市町村
道現況調書』 （昭和53年〕，富山県中小企業課構造改善係調べ
注 1. 昭和53年4月1日現在
2. 改良とは2車線，車輔幅員5.5m 以上を意味する。但し，過去における改良
済（2車線，車輔幅員4.5～5.5m）を含んでし、る。
城端町の町道の総実延長は昭昭52年現在で145.0伽であるO 町道の改良率はよいが，その舗装率は
総実延長距離の半分以下の 44.8%c舗装距離64.9km）しかなされていない。町道の整備はまだ不十
分である（第2-3-2表）。
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第2-3-2表町道の現状 （単位 km)
年 次 総実延長 (A)
昭和49年
50 
51 
52 
53 
資料：城端町建設課調べ
注各年4月1日現在
(2）鉄道
147.9 
158.2 
141.1 
142.2 
145.0 
砂 幸り 道 舗装道（同｜舗装率Cf)
% 
120.6 27.3 18.5 
118.3 39.9 25.2 
95.8 45.3 32.1 
88.1 54.1 38.0 
80.0 64.9 44.8 
鉄道としては，北陸本線高岡駅へ接続する国鉄城端線（明治30年開通。高岡～城端間（(12駅），列
車本数32，約29.9km）がある。
国鉄城端線の輸送状況については， 昭和48年から昭和52年までの 5年間の旅客輸送は， 年によっ
て増減があるが，ほぼ安定した推移を示しているO しかし， 昭和52年の乗車人員（この 1日平均は
10,283人である。〕は前年に比べ10.3%減少している（第2-4表〉。昭和52年度の輸送密度は 6,904
人／日・ kmで、ある。貨物輸送については，貨物取扱個数の城端駅発送数では次第に減少しているが，
その城端駅到着数ではやや増加している〔第2-4表）。昭和田年の場合， 前年に比べ， 城端駅発
送貨物数は 13.4%減少し，同駅到着貨物数は 5.1%増加している。
第2-4表国鉄輸送の現状
乗 車 人 員 （人〉 荷物取扱｛回数 ( t) 
年 度
数｜ 1日平均｜総数の増減率 送｜到 着 ｜発送の増減率総 発
% % 
昭和 48年 463,485 l,269 13,620 12,799 
49 499,434 1,368 7.8 11, 168 12,306 ム18.0
50 478,074 1,306 ム 4.3 10,922 13,040 ム 2.2
51 485, 140 1,329 1.5 10,499 13,032 ム 3.9
52 435,260 l, 193 ム10.3 9,097 13,695 ム13.4
資料：城端駅調べ
注ム印は減少率である。
5. 人口動態と人口構造
城端町の総人口は， 昭和25年から昭和50年までの各年10月1日現在の国勢調査によれば， 14.8% 
減少している。昭和48年から昭和52年までの5年間の住民基本台帳によれば，城端町の総人口は0.6
%増加しているが，昭和52年を頂点として減少傾向に転じている。
昭和50年1月1日現在の総人口は，男5,714人， 女6,171人で合計11,885人であり，昭和45年比べ
男0.5%，女2.2%，全体で1.4%とそれぞれ減少している。昭和48年から昭和52年までの 5年間の世
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帯数は， 6.8%増加しているが，やはり昭和田年を頂点として低下している（第2-5表〉。
第 2ー 5表人口及び世帯の推移
人
年 次 世帯数
数｜国 総 男
勢
昭和四年 2,566 13,943 6,763 
30 2,619 13,820 6,583 
調 35 2,727 13,733 6,480 
40 2,731 12,783 5,999 
査
45 2,725 12,048 5,740 
50 2,741 11,885 5, 714 
住 昭和48年 2,790 11, 954 
民 49 2,788 11,942 
基
本 50 2,778 11,907 
ぷロへ 51 2,787 11,925 
帳 52 2,781 12,026 
資料・総理府『国勢調査』 （昭和25,30, 35, 40, 45, 50年〉
注国勢調査は各年10月1日現在のものである。
（単位人〕
口 1世帯当り 1 k112当り
女 平均人員 人口密度
7,180 5.43 211.8 
7,237 5.28 210.0 
7,253 5.04 208.6 
6,784 4.68 194.2 
6,308 4.42 183.0 
6,171 4.34 180.5 
4.28 181.6 
4.28 181.3 
4.29 180.8 
4.28 181.1 
4.32 182.7 
昭和50年以後の人口の自然動態では， 依然として出生が死亡を上回り， 毎年50～90人程度の自然
増がみられる（第2-6表）。
第2-6表 人口の自然動態 （単位人〉
出 産 死 亡 自 然 増 婚
年
総数男｜女 総数｜ 男｜女 総数｜ 男｜女 ま図
昭和50年 191 102 89 99 63 36 92 39 53 6 
51 176 77 99 98 50 48 78 27 51 
52 141 76 65 92 43 49 49 33 16 
資料：城端町住民福祉課調べ
人口の社会動態では， 昭和50年以降転入人口も転出人口も減少しているが， 転出超過が続いてい
る現況であるO 昭和52年は， 前年に比べ，転入は21.8%, 転出は12.7%とそれぞれ減少している。
このことが城端町の総人口を減少させている 1つの原因である（第2-7表〉。
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第 2ー 7表 人口の社会動態 （単位人〉
転 入 転 出 社会減
年 度
総数｜男｜女 総数｜男 ｜女 総数｜ 男 ｜女
昭和 50 年 260 119 141 343 151 192 83 32 51 
51 316 137 179 347 155 192 31 18 
52 247 104 143 303 123 180 56 19 
資料．城端町住民福祉課調べ
城端町の年令階級別転出入は， 昭和51年10月1白から昭和52年9月30日までの 1年間の場合， 転
出，転入とも若年層と青年層の多いことが目立っているO 若年層（10～19才〕では51人の転出超過
であるのに対して，青年層（20～29才）では転出入はほぼ均衡している（第2-8表〕。
第2-8表 年令7階級別転入・転出者数 （単位人〕
転 入 者 転 出 者 社会増減
年令階級
総数｜県内｜県外 総数｜県内｜県外 総数｜県内｜県外
0 ～ 9 才 26 9 17 23 
10 ～ 19 29 20 9 80 
20 ～ 29 165 71 94 163 
30 ～~ 25 9 16 20 
40 ～ 49 13 7 6 14 
50 ～ 59 12 5 7 13 
60 才以上 11 8 3 18 
総 数
資料：！富山県厚生部『人口統計調査』 （昭和52年版）
注 1. ム印は社会減である。
2. 昭和51年10月1日～昭和52年9月30日現在
15 8 3 ム 6 9 
18 62 ム51 2 ム53
89 74 2 ム18 20 
13 7 5 ム 4 9 
10 4 ム 1 ム 3 2 
8 5 ム 1 ム 3 2 
11 7 ム 7 ム 3 ム 4
町｜ム50 1 企35 ＼ム15
従業地，通学地による城端町の常住人口は，昭和45年から昭和50年までの6年間では1.4%減少し
ている（第2-9表）。
第2-9表 従業地，通学地による人口の推移 （単位人〕
従業地・通学地による人口
従（通他C)業学市地・
常住人口 昼間人口比率
年 次 地が ~ 器開十人倒口 ｜｜常町住地が凶自l常市住町地村が但他） 町村 !Al十（B)
50 
資料：総理府『国勢調査』 （昭和45,50年）
注各年10月1日現在
城端町の各地区別人口の推移は，第2-10表の通りである。
1 621 I 12048 I % 92.0 
1,707 111.885 I 91. 5 
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第2-10表 城端町地区別人口の推移 （単位人〉
年 ｛、うえ 総 数 城 端 南山田 大鋸屋 蓑 谷 北 野
出和10年 11,021 I 3,897 2,321 l, 977 1,433 1,393 
15 10,978 3,860 2,406 1,878 1,425 l, 409 
22 1:3, 156 5,047 3,283 2,074 1,530 l, 522 
25 13,913 4,934 3,831 1,562 l, 569 
30 13,820 4,859 3,887 l,995 1.526 1, 553 
35 13,733 4' 6')1 3,959 2, 153 1, 544 l, 473 
40 12,783 4,732 3,622 1,688 1, 363 1,378 
45 12,048 4,366 3,516 1,583 l,227 l,353 
50 11,885 4, 193 3,628 1,637 l, 155 1,272 
資料：総理府『国勢調査』
注 1. 各年10月1日現在
2. 町村合併前の地区名は現地区名で表示している。
次に，城端田Jの人口動態だけでなく， 城端町隣接4町村の人口動態についてもみる必要がある。
そうすれば，城端町の人口動態がより一層明白になるであろう。
城端町隣接4町村の年令別・性別人口構造すなわち人口ピラミッドをみれば， 男女とも若年間と
青年層が少なく， あるいは男女とも45才以下の人口が少ない。城端町の昭和50年の場合には， 昭和
45与に比べ， 44才以下の人口は男6.4%，女10.2%, 全体で8.4%とそれぞれ減少し， 顕著な構造を
示していることが特色である（第 2~1 図，第 2-11表〉。
第2-11表 年令別人口の推移（単位入〕
~ 不日 50 年
年 令 人 口 l構成比仰
総数｜ 男｜女総数｜男 i女j
総 数 11,885 5, 714 6, 171 100.0 
0～ 4才 950 473 472 8.0 
5～ 9 773 405 368 6.5 
10～ 14 832 427 405 7.0 
15～ 19 731 363 368 6.2 
20～ 24 653 304 349 5.5 
25～ 29 1,001 494 507 8.4 
30～ 34 753 335 368 6.3 
35～ 39 750 347 403 6.3 
40～ 44 873 403 464 7.3 
45～ 49 960 462 498 8.1 
50～ 54 827 339 433 7.0 
55～ 59 669 323 3.J6 5.6 
60～ 64 703 318 385 5.9 
65～ 69 533 251 232 4.5 
70～ 74 334 167 227 3.3 
75～ 79 236 119 167 2.4 
80才以上 197 73 124 1. 7 
資料回総理府『国勢調査』 （昭手！J40,45, 50年〉
注各年10月1日現在
48.1 51. 9 
4.0 4.0 
3.4 3.1 
3.6 3.4 
3.1 3.1 
2.6 2.9 
4.2 4.2 
3.2 3.1 
2.9 3.4 
3.4 3.9 
3.9 4.2 
3.3 3.7 
2.7 2.9 
2.7 3.2 
2.1 2.4 
1.4 1.9 
1.0 1.4 
0.6 1.1 
昭和 45 年
12,048 5,740 6,308 
787 403 378 
823 424 404 
920 476 444 
995 476 519 
1,051 458 593 
788 393 335 
758 348 410 
880 403 471 
978 467 511 
865 400 465 
699 337 362 
706 317 389 
585 282 303 
469 215 254 
364 167 197 
201 89 112 
174 73 101 
昭和 40 年
男
12,783 5,999 6,784 
846 418 428 
941 482 459 
1,270 652 618 
1,586 698 888 
810 334 476 
798 354 444 
925 423 502 
1,016 491 525 
903 422 481 
743 354 389 
756 341 415 
622 305 317 
536 256 28( 
414 205 209 
280 125 155 
210 92 118 
127 47 80 
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第 2ー 12表 城端町隣接地域の人口分布、性比、
年次 昭和 49 年 50 51 
人口 増対減日リ率年 性比構3階級成車IJ人 口 対増前減率年 性比え官協 人口 対増減目lj率年 性比人3階口級構成別
計 計 。～14才 言十 計 0～14才 言十 五十 0～14才
女＝ 女＝ 女＝男 男
100 15～64才 男 男 100 
15～64才 男 男
100 
15～64才
女 女 65～ 女 女 65才～ 女 女 64才～
ム0.2%
区町村 29,861 ム0.3 Irオす叶｜一寸67.5 30, 0 7 67.0 30, 0.2 66.7 33,042 ム00 90.4 10.8 32，ム0.9 91.8 11.3 32，ム0.3 91. 11.6 
11,880 21.6 
城端町 5,686 ム0.3 66.8 5,714 0.5 66.5 5,70 ム0.1 66.1 
6, 194 
0 I 81 215I叶 0I I 21 I吋 3I 
0.3 91. 11.7 6,171ム0.4 92.6 12.0 6,20 0.6 91.9 12.3 
ム0.4 ド1.6I 22，附 0.2 21. 5 福光町 10, 871ム0.2 67.5 10,893 0.2 66.9 10,945 0.5 66.7 
11,834 0.2 91. 9 10.8 11, 717 ム1.0 93.0 11.5 11,701ム0.1 93.5 11.8 
川 oI I 21. 5 叶 1.7I I 21.7 111.639 0.0 井波町 5,586 ム0.3 680 5, 01 671 5,52ム0.0 66.4 
6,308 0.1 87.6 10.5 6，ム3.2 90.6 11.2 6,107 0.0 90. 11.6 
15,080 22.0 
福野町 7,103 ム0.4 67.9 7, 2.0 67.7 7，ム0.4 67.3 
7,977 
6I I ~~： 1 I15.割
ム0.8 89.0 10.0 8, 0.7 90.2 ぺ15調。iI 10.5 8, 0.5 89.4 10.7 
1,432 2.1 20.1 
ム0.7 65.5 697 3.6 65.6 703 0.9 64.9 1調ム 2I 1初 I 
0.2 92.3 14.1 735 0.8 94.8 14.3 732ム0.4 96.0 15.0 
｜おr~： ~r!l ~~J I 121 Iぺ＇＂67!1 1.1 I 81 21.4 砺波市 16, 0.3 67.6 16,434 1.6 67.3 16,59 0 66817，ム6.3 91.3 11.3 17,852 0.8 92.1 11.5 18,0 1.3 91. 11.8 
l#t~j 語調 0.5 21.5 35,970 0.5 0.6 68.3 17,308 0.5 68.0 17,440 0.8 18, 0.4 93.0 10.0 18,483ム0.2 93.6 10.4 18,530 0.3 
7,553 
1. 4 I I 22. 7 I 7,519 ム0.5 0.6 庄川町 3,576 22 663 3,542 ム1.0 65.4 3,5 1.2 
3,977 0.7 89.9 11.1 3,977 0.0 89.1 11.5 3,9 0.1 
1,611 ム5.7 1,481 ム3.7
803 ム6.2 64.4 772ム4.5 66.l 751 ム2.1
803 ム5.2 100.6 15.5 757ム5.7 102.0 14.7 730 ム3.6
I 21.0I 2,110 19.8 2,073 61.8 平村 ム2.6 628 1,018 2.6 63.5 1,008 ム1.0
I，ム3.0 89.7 16.2 1,092 ム1.3 93.2 16.7 1,065 ム2.5
l ，~！？i 0.5 21.0 1, 100 3.2 上平村 ム 4 62.9 561 8.5 65.4 5 ム1.1
1.3 94.2 16.0 539 ム1.8 97.2 15.7 5 ム1.1
富山県l淵 0.8 I 22. 8 11,070 79ll ' I I "' 0.7 0.9 68.1 514, 991 0.7 67.7 519,1 0.8 0.7 92. 5 9.1 555, 800 0.6 92. 7 9.4 559,4 0.7 
資料．富山県統計調査課『富山県の人口』 （昭和48,49, 50, 51, 52年版と昭和53年版（速報〉〉
富山県中小企業課調べ
注 1. 0～14才は年少人口， 15～64才は生産年令人口， 65才以上は老年人口とする。
2. ム印は減少率である。
67.7 
94.1 10.7 
23.3 
64.7 
90.l 11.9 
67.0 
102. 15.2 
63.2 
94.6 17.6 
19.1 
64.6 
104.1 16.3 
23.1 
76.2 
92.8 9.7 
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年令3階級別人口構成 （単位人〕
52 53 
人口 対増前減率年 性比 人3階口級構成別 人口 対前年 性比
3段級別
増減率 人口構成
Z十 計 0～14才 計 計 0～14才
男 男 女＝ 100 15～64才 男 男 女＝ 100 15～64才
女 女 65才～ 女 女 65才～
ム0.1% 21.7% 62,845 21.6% 
30, 0.0 66.2 30, 134 0.1 65.7 
32, ム0.2 12.1 32, 711 ム0.2 92.1 12.7 
11, 938 0.2 21.6 11,887 ム0.4 21. 5 
5,718 0.2 65.8 5,695 ム0.4 65.0 
6,220 0.2 12.7 6, 192 ム0.5 92.0 13.4 
22,594 ム0.3 21.5 
10,983 0.3 66.3 10, 963 ム0.2 66.0 
11,677 ム0.2 94.1 12.2 11,631 ム0.4 94.3 12.6 
11,618 0.0 21.7 
5, ム0.3 66.0 5,542 0.5 65.6 
6, ム0.1 90.4 12.0 6,076 ム0.4 91. 2 12.6 
22.2 0.5 21. 9 
7, ム0.3 66.7 7, 0.6 66.3 
8, ム.0.4 11.2 8, 0.5 11.9 
1,437 0.1 19.9 1,437 0.0 19.8 
703 o.o 64.3 699 ム0.6 63.3 
734 0.3 15.8 738 0.5 94.7 16.8 
34,999 35, 189 21.8 
16,778 1.1 66.3 16,867 0.5 65.8 
18,221 0.8 12.1 18,332 0.6 12.4 
0.8 21.7 0.4 21. 8 
17,605 0.9 67.2 17, 0.5 66.8 
18,641 0.6 94.4 11.1 18, 0.3 11.4 
0.4 23.5 
3, 0.6 64.2 3, 0.1 63.8 
3, 0.2 90.5 12.1 4, 0.3 90.3 12.7 
1,425 ム3.8 1,361 15.9 
723 ム3.7 67.2 686 ム5.1 67.5 
702 ム3.8 103.0 16.1 675 ム3.8 100.6 16.6 
ム3.1 ム2.0 17.1 
ム2.3 63.8 961 ム2.4 64.0 
1, ム3.9 96.3 18.4 l,007 ム1.6 18.9 
1,062 18.9 1,059 ム0.3 18.2 
546 ム1.6 64.1 544 企0.4 64.4 
516 ム3.2 105.8 16.9 515 L0.2 17.4 
回 1 11凹1割 23.0 523,099 0.8 66.8 526, 0.7 66.5 
562,611 0.6 10.1 565, 0.5 93.l 10. 5 
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城端町とその隣接4町村の人口分布，性比，年令3階級別人口構造（第2-12表）をみれば， 昭
和49午から昭和53年までの 5年間における 5町村の人口の推移は， 横ばいであり， 15～64才の生産
年令人口は5町村とも減少傾向にあることがわかる。城端町の性比すなわち女性を 100としたとき
の男性の割合は，昭和52年では， 91.9%であり，富山県全体の93.0%よりも低く，隣接4町村の92.1
%よりも低い。城端町の年令3階級別人口構成についてみれば， 昭和52年では， 年少人口21.6%,
生産年令人口65.8%, 老年人口12.7%である。昭和52年の城端町を含めた隣接5町村の場合の 3つ
の人口は，それぞれ21.7%,66.2%, 12.1%であり，富山県全体ではそれぞれ23.1%'66.8%' 10.1 
ZであるO 城端町は年少人口と生産年令人口が富山県全体よりもそれぞれ1.5%, 0.6%低く， 逆に
老年人口が2.0%高くなっている。このことは城端町の人口構成では老年化が進んでいることを示し
ている。
6. 就業者の流出入
(1）城端町からの流出
城端町を中心として，この地域では， どの町も就業者の流入よりも流出が多いu ここでは昭和初
年と50年の各年10月1日現在の国勢調査を基にしてその流出入を眺めてみよう。城端町では両年と
も福光町に最も多く流出し， 45年267人， 50年318人であり， 次いで高岡市， 福光町の順であるO 45 
年では流出人口は 986人であったのが， 50年では 1,163人に増加しているO
庄川町で、は井波町への流出が極度に多く両年とも 500人をこえる。次いで砺波市，高岡市の順であ
り， 45年ではl,272人が50年には1,478人に増している。
井波町では福野町が第 1位であり，45年298人，50年342人であり，次いで砺波市，高岡市の順である。
このよに城端町を中心とする南砺では城端町から福光町に， 庄川町から井波町に， 井波町は福野
町への流出が目立って多L、っ通学者を加えた数値についても同様な傾向がみられる。 なお福光町，
福野町は砺波市，高岡市の影響が加わる。
第12ー 13表就業者及び、通学者の近隣市町村への流出（昭来店年〉ー（その 1)
二日人口陣取中内 小矢部市 城端町｜圧川
城端町 12,048 1,552 90 341 258 73 16 53 329 392 から 986 71 201 160 36 16 41 194 267 
庄川町 7,380 1,402 143 249 306 51 10 706 196 29 1,272 115 169 23'3 37 10 579 124 26 
井波町 11, 789 l, 501 112 310 310 94 29 181 411 54 l, 118 72 188 222 79 29 181 298 49 
井口村 1,440 428 21 32 31 13 148 92 72 19 354 14 17 24 9 148 70 55 17 
福野町 15,275 2,328 180 599 466 408 71 30 236 338 1,856 141 445 378 333 71 30 175 283 
福光町 22,923 2,538 189 587 399 225 276 16 65 781 l,764 139 388 244 131 275 16 58 513 
資料：総理府『国勢調査』
注 l. 上段は就業者と通学者の合計数 下段は就業者
2. 各年10月1日現在
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I司 昭和50年一〔その 2)
み寸人口［概要時吋吋新吋波市｜自主ト仲
城端町 11,885 1,626 107 13 269 93 22 53 10 304 443 から l, 163 91 232 13 179 68 22 40 10 190 318 
一
庄川町 7,519 l, 781 153 280 55 348 51 13 631 199 51 1,478 115 237 55 284 44 13 536 150 44 
井波町 11,637 1,686 117 354 36 354 83 37 152 18 423 112 l,369 84 245 36 272 74 37 152 18 342 109 
一
井口村 1,432 459 20 33 39 12 138 89 76 52 397 13 22 28 10 133 75 67 44 
福野町 15,280 2,641 228 658 23 485 420 61 36 247 483 2, 127 170 493 21 391 368 61 36 192 395 
福光田I 22,610 2,9-iS 220 651 31 535 273 321 14 2,231 165 476 31 344 193 318 31 65 14 594 
資料・第 2ー 13表に同じ
就業者及び通学者の近隣市町村からの流入〔昭和45年〉ー（その3〕エl清原F岡市｜吋附｜一問｜庄）｜｜町 井畑｜井叶福州問
城端町へ 628 625 
庄川町 394 391 
井波町 1,454 12 1,137 12 
井口村 18 18 
福野町 3, 161 30 2, 186 30 
福光町 l,081 860 
資料：第2-13表に同じ
同
33 51 10 
33 50 9 
14 119 18 
14 116 18 
31 209 50 
29 131 45 
284 617 441 
216 502 254 
82 141 26 
78 114 26 
10 29 148 71 276 
10 29 148 71 275 
16 181 30 16 
16 181 30 16 
53 706 92 236 65 
41 579 70 175 55 
18 
18 
329 196 411 72 781 
194 124 298 55 513 
392 29 19 338 
267 26 49 17 283 
（昭和50年）ー（その 4)
二不｜離宮町｜票宮市l高岡市｜砺波市｜小矢部市｜蹴町 間町｜井波町｜井川間｜問
城端町へ 655 38 47 5,824 13 37 138 61 321 653 38 47 5,669 13 37 138 61 318 
庄川町 387 14 132 22 2,837 152 36 31 386 14 131 22 2,766 152 36 31 
井波町 l,435 34 278 36 631 5,440 89 247 67 1,138 3ヰ 160 36 536 5, 108 75 192 65 
井口村 42 10 18 484 14 42 10 18 473 14 
福野町 3,374 40 308 721 498 304 199 423 76 6,922 805 2,587 40 260 606 338 190 150 342 67 6,521 594 
福光町 l, 503 15 92 190 443 51 112 52 483 11,258 1,229 15 92 147 65 318 44 109 44 395 10,621 
資料：第 2ー 13表に同じ
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(2) 城端町への流入
城端町では流入は45年625人， 50年は653人と僅かに増している。 このうち多いのは両年を通じて
福光町が第1位であり， 45年275人， 50今＂318人であって圧倒的に多し、。第2位， 第3位は遥かに少
くなって，隣村の井口村，福野町であるO
庄川町では45年391人， 50年は386人と僅かながら減少しているO 井波町が第1位であって45年181
名， 50年152人，そして第2位が砺波市，第3位が福野町である。
井波町では45年1,137人， 50年1,138人で変動はない。第1位は庄川町であり， 45年579人， 50年
536人であり，次いで福野町，砺波市の順であるO このようにみれば，流入も城端町は福光町から，
庄川町は井波町から，井波町は庄川町からの流入が多い。
かくて流出と流入はその実数においては差違があるが， その流出入の方向は城端町では流出も流
入も福光町であり，庄川町では井波町も同じ方向をもっている。
(3) 流出入の差
城端町では流出は50年には， 1,163人であるのに対して流入は 653人であってその半分にすぎなし、。
45年では986人に対し625人であるO 流入は28人増に対して流出は177人の増加となっていて，流出の
増加が顕著で、あるO
庄川町でも流出は50年には l,478人であるのに対して流入は386人にすぎない。城端町よりも一層
流出が大きな比重を占めているO 45年iこは流出はl,272人であり，流入は391人であった。
井波町ではこの傾向とやや異なり， 50年の流出は1,369人であり， 流入は1,138人である。 45年に
も流出は1,118人であるのに対し，流入は1,137人であって均衡しているO
本章ではこの流出の著しい超過を示している城端町について考究していくのであるが， それは都
市では一般に流入人口が多いという性格があるのにくらべて， 流入を吸引するだけの魅力あるいは
雇用が少ないことを示すのであり，この内容を究明分析していくのである。
7. 産業構造
城端町の産業構造については，第1次産業の農業， 第2次産業の工業， 第3次産業の商業につい
て検討する。産業構造の検討によって城端町の経済的環境を明らかにすることができる。 この場合，
まず城端町の就業人口について，次いで農業，工業，商業の順で検討するO
(1）就業人口
城端町の就業人口総数は，昭和45年の7,451人から昭和50年の6,894人に7.5%減少している。産業
別にみれば，昭和田年は昭和45年に比べ， 第1次産業の就業人口が43.9%減少し， 第2次産業の就
業人口が7.1%，第3次産業の就業人口が5.6%とそれぞれ増加している（第2-14表〉。
新規産業の導入及び立地計画
第2-14表 産業大分類別就業人口
、、、、＼～＼、、＼＼＼～、 年次・項目 昭 和人 口
産業大分類＼＼＼＼＼～＼ 総数｜ 男 女
総 数 6,894 3,631 3,263 
第 1 次 産 業 1, 173 552 621 
農 業 1,155 535 620 
林業・狩猟業 18 17 1 
第 2 次 産業 3,453 l, 791 1,662 
鉱 業 1 1 。
建 設 業 726 614 112 
製 3、左旦と 業 2,726 1,176 1,550 
第 3 次 産業 2,254 l,282 972 
卸売・小売業 846 441 405 
金融・保険・不動産業 102 51 51 
通輸・通信業 238 201 37 
電気・ガス・水道業 40 36 4 
サービス業 857 417 440 
公 務 171 136 35 
分類不能の産業 14 6 8 
資料：総理府『国勢調査』 （昭和45年，昭和50年〕
注各年10月1日現在
50 年
総数i
100.0 
17.0 
16.8 
0.2 
50.0 
10.5 
39.5 
32.8 
12.3 
1.5 
3.5 
0.6 
12.4 
2.5 
0.2 
（%〕
男
52.7 
s.o 
7.8 
0.2 
25.9 
8.9 
17.1 
18.7 
6.4 
0.8 
3.0 
0.5 
6.0 
2.0 
0.1 
- 23ー
（単位人〉
女 総数i男 女
47.3 7,451 3,736 3, 715 
9.0 2,092 972 l, 12日
9.0 2,087 967 1,120 
5 5 。
24.1 3,224 l,576 l,648 
4 3 1 
1.6 457 414 43 
22.5 2,763 1,159 1,604 
14.1 2,135 1,188 947 
5.9 766 379 387 
o.7 91 54 37 
0.5 266 222 44 
0.1 42 41 1 
6.4 834 384 450 
0.5 136 108 28 
0.1 
産業従業上の地位別就業人口のうちで雇用者についてみれば， 昭和50年10月1日現在， 製造業の
雇用者が最も多く 2,348人で雇用者総数4,360人のうちの 53.9%を占め， それも男性（942人〉より
も女性 (1,406人〉の多いことが目立っている（第2-15表）。昭和50年10月1日現在の労働力総数
と就業者総数は昭和45年10月1日に比べてそれぞれ7.0 (526人〕， 7.5% ( 557人〉減少している
（第2-16表）。
第 2ー 15表 産業従業上の地位別就業人口 （単位人）
よ;J総 数 雇用者 雇人の幽ない業主 家者族従業男 女 男｜女 男 l女男｜女 男
総 数 3,631 3,263 2,272 2,090 164 19 152 27 855 275 185 
農 業 535 620 25 23 2 3 448 126 57 
林業・ 1守猟業 17 15 1 1 1 
鉱 業 1 。 1 。
建 設 業 614 112 414 96 17 1 38 1 123 22 
製 造 業 l, 176 1,550 942 l,406 96 9 46 12 67 38 25 
卸売・小売業 441 405 173 126 25 8 40 8 145 43 58 
金融・保険業 43 48 41 48 1 1 
不動産業 8 3 2 1 1 1 3 1 
運輸・通信業 201 37 188 37 3 5 5 
情気・ガス・水道業 36 4 36 4 
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サービス業1 417 I 440 I 296 I 312 I 20 1 17 6 62 68 22 
公務I 136 I 35 I 136 I 35 
分類不能の産業｜ 6 I s I 3 I 1 
資料・総理府『国勢調査』 （昭和50年）
注昭和50年10月1日現在
第2-16表 労働力状態別人口 （単位人〉
＼＼＼口 昭和 50 年 昭和 45 年 昭和 40 年
総数！男｜女
総数〔15才以上の人口〕 9,330 4,404 
労 ｛動 力 総 数 6,969 3,679 
就 業 者 総 数 6,894 1,631 
ノにc,じ 全 1ミ 業 者 75 48 
非労働力総数 2,361 725 
不 f,'. 
資料：総理府『国勢調査』 （昭和40,45, 50年〕
注各年10月1日現在
4,926 
3,290 
3,263 
27 
1,636 
総数｜
9,513 
7,495 
7,451 
44 
2,018 
男 女 総数｜ 男 女
4,431 5,082 9,726 4,447 5,279 
3,767 3,728 7,387 3,642 3,745 
3,736 3, 715 7,370 3,629 3,741 
31 13 17 13 4 
664 1,354 2,334 803 l,531 
5 2 
城端町隣接4町村における製造業の男女別・年令別就業人口に関する人口構造は， 昭和50年では，
福野町と福光町を除いて城端田J, 井波町，井口村はし、ずれも偏った人口構造となっている。 とりわ
け，城端町で、は15～64才の生産年令人口は7,920人であり，昭和45年に比べ4.6%減少し， また， 女
性人口（4,444人〉が男性人口（3,476人）よりも多く，男は0.6%減少しているが，女性は逆に0.6
%増加している。この点に城端町の人口構造の偏重が示されている （第2-1図は昭和50年10月1
日の国勢調査にもとづいている。〉。
(2）農業
城端町は水稲単作地’帯である。昭和53年2月1日現在では， 第 2-17表のように， 水田面積
l,336.16加が経常耕地面積1,479.28/zaの90.3%を占めている。農家戸数は， 昭和47年から昭和50年
にかけて3.4%増加しているが，昭和田年には前年に比べ1.95%減少している。第2種兼業比率（昭
和53年は89.1%）は噌加する傾向にある。その結果として農家1戸当りの経営耕地面積は増加して
いる（第2-18表。昭和53年は118.lαである。〕。
第2-17表 農家戸数，農家人口および経営耕地面積の推移（単位 。〕
次｜農家戸数｜師人υ ｜総
経 戸凸"- 主井
王手
回
昭和 47 年 1,236 6,026 147,950 127,612 
48 1,230 5,931 143,902 123,929 
49 1,248 5,531 145,732 124,747 
50 1,278 5, 133 145,791 130,448 
53 1,253 6,082 147,928 133,616 
資料：富山県総合計画部『農業基本調査』 （昭和47,48, 49, 50, 53年〉
農林省『農業センサス』 （昭和49年〉
注各年2月1日現在
地 面
知l ｜樹園地積
18,858 l,480 
17,627 2,346 
17,245 3,740 
11,480 3,863 
10,649 3,663 
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第 2ー 18表 専業兼業別農家数の推移 （単位戸〉
年
兼業農家
次｜股糊｜開蹴｜総 数 ｜第1種兼業｜第2種兼業 比率 （%） 比率 （%〕
昭和 47年 1,236 
48 l,230 
49 1,248 
50 1,278 
53 1,253 
資料：第2-17表とi司じ
注各年2月1日現在
27 
29 
33 
20 
23 
1,209 381 828 31.5 68.5 
1,201 217 984 18. l 81.9 
1,215 243 972 20.0 80.0 
1,258 149 l, 109 11.8 88.2 
1,230 135 l,095 10.9 89.1 
農業雇用労働力の推移は， 昭和47年以降女性の農業臨時雇用が圧倒的に多く， 昭和53年2月1日
現在では農業臨時雇用者総数 2,567人のうちの79.7%(2,046人〕を占めているほどである （第2-
19表〉
第2ー 19表 農業雇用労働力の推移
農業臨時雇用
年 次 雇農入家れた｜！ 雇入れの延人数
数総数｜！男｜
昭和 47 年
48 
49 
50 
53 
資料；第 2ー 17表と同じ
注各年2月1日現在
(3）工業
400 
282 
187 
163 
85 
8.889 1,936 
5,411 l,507 
6, 179 1,803 
2,142 614 
2,567 521 
女
6,953 
3,904 
4,376 
1,522 
8,046 
（単位人〕
ゆい，芋聞など 手 伝 し、
受農 入｜｜受延入れた家数 人数
受農 入！｜受入れた
家数延人数
319 3,359 45 318 
161 1,666 26 204 
151 1,787 50 375 
121 1,043 28 193 
新規産業特に新規工業の城入地域の現状を分析することが本章の主眼であるから，城端町の工業
の概況及び工業構造については詳細に検討する必要であるO
①工業の概況
和52年12昭月318現在，城端町の事業所数は129事業所で前年に比べ3.0%減少し， 従業者数（全
事業所〉は12,362人で前年に比べ6.2%減少し，製造品出荷額は85億6,655万円で前年に比べ8.9%増
加している（第2-20表，第2-21表）。
城端町のこれらの生産活動の指標を富山県の場合と昭和52年12月31日現在で比較すれば，城端町
の工業の生産活動は富山県全体の中でどのような位置を占めているかが明らかになるであろう。城
端町の事業所数は富山県の事業所数6,209事業所の2.1%.従業者数は富山県の従業者数140,37&人の
1.7%, 製造品出荷額は富山県の製造品出荷額1兆8,314寵1,611万円の1.0%であるにすぎなし、。 し
かも，城端町のそれらの指標のうち従業者数（全事業所〉は昭和48年から昭和52年までの5年間で
16.4%減少しているのに対して，製造品出荷額は50.5%増加しているが，事業所数は1.5%の減少で
さほど変わっていない（第2-20表）。
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第2-21表 市町村別・従業員1人当りの製造品出市額・付加価値額（全事業所）
地三こ域こ＝＼一別、一＼τ~一＼寸J 従 業 者（数人）I製造品出荷（万額円〉｜！｜従の業製造者品l人出（万荷当額円り）｜I 付加価値（額万 ｜｜｜従の業付加者価1人値（万額当り
円〉円〕
県 平 坪 335.6 
富 山 市 33，お3 47,285,020 l,422.8 16,013,290 481.8 
高 岡 市 30,248 41,240,774 1,363.4 16,135,581 533.4 
砺 波 市 3,564 3,064,276 859.8 l,062,017 298.0 
小矢部市 5,908 7,532,616 l,275.0 2,373,983 401.8 
城 端 町 2,362 l,856,655 786.1 719,073 304.4 
平 村 160 20,433 127.7 14,491 90.6 
上 平 村 76 9,773 128.6 9, 158 120.5 
井 波 町 2,043 l, 789, 316 875.8 455,345 222.9 
井 口 村 86 31,692 368.5 11, 664 135.6 
福 里子 町 3,242 4,411,759 l,360.8 2,256,997 696.2 
福 光 町 4,234 4,834,168 l, 141.7 l, 733, 965 409.5 
資料・第2-20表に同じ
注昭和52年12月31日現在
城端町隣接4町村の事業所数， 従業者数（全事業所〉及び製造品出荷額についての昭和48年から
昭和52年までの 5年間の推移は，第2-20表の通りであるO
昭和52年12月31日現在， 城端町の従業者1人当りの製造品出荷額786.1万円は， 富山県平均931.0
万円よりも 15.6%も低く，富山市 1,422.8万円，高岡市 l,363.4万円，小矢部市 l,275.0万円，福野
町1,360.8万円，福光町1,141.7万円などを大きく下回り， 砺波市859.8万円よりも下回っている（第
2-21表〉。
昭和52年12月31日現在， 城端町の従業者1人当りの付加価値額304.4万円は， やはり富山県平均
335.6万円よりも9.3%も少なく，富山市481.8万円，高岡市533.4万円，小矢部市401.8万円，福野町
692.2万円，福光町409.5万円などを下回って生産性の低い産業構造であるが，砺波市 298.0万円よ
りは僅かに上回っているにすぎない（第2-21表〉。
昭和52年では，城端町の従業者1人当りの現金給与額150万円は， 富山県平均190万円よりも21.2
%も少なく，福野町195万円，福光町161万円，井波町175万円などよりも少なし、。
②工業構造
城端町の工業構造はし、ろいろな指標で把えることができる。まず第1に， 純生産額（要素費用表
示）すなわち所得額の構成比で把えることができる。昭和51年度の推計によれば， 城端町の就学者
の所得額157億 8,700万円に対する城端町の第2次産業の所得額79憶700万円の比率 50.1%は富山県
のその比率39.7%を上回っている（第2-22表〉。 さらに， 城端町の第2次産業の所得額に対する
城端町の製造業の所得額62億4,300万円の比率79.0%は富山県のその比率 73.7%を 5.3%上回ってい
る（第2 22表〕。 このことは城端町の工業構造が第2次産業特に製造業中心の工業構造であるこ
とを特徴づけている。また，このような構造は今後も大きくは変わらないであろう。
城端町の産業大分類別従業者数の構成比は，昭和50年現在では， やはり第2次産業が 61.7%を占
め，そのうちで製造業は49.9%を占めて最も大きな比率である（第2-23表〉。 次いで， 卸売・小
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項目
第2-22表 純生産額（要素表示）でみた城端町の産業構造の現状
地域別
????????????????
???????????????
所得額（め｜
〔100万円）I
15,787 
23,636 
18,080 
30,289 
?
?
????? ??
579,864 
351,580 
l,341,876 
第2次産業の
所得額 (B) 
(100万円〉
7,907 
11,692 
9,219 
構成比E
く%〕
50. l 
49,5 
51.0 
製造業の所得
額（C)
(100万円〉
6,243 
8,475 
7,259 
一｜
構成比昔
(%) 
79.0 
72.5 
78.7 
72.0 
72.0 
69.5 
78.8 
73.7 
9,726 
資料：福光町『福光町民所得』 （確定値昭和49,50年度〉， 福光町『統計 町民統計』（昭和50年度），砺波市
『統計市民所得』 （昭和50年度），富山県統計調査課『経済月報』 （昭和53年7月号〕
注 1. 福光町，福野町，砺波市は昭和50年度である。砺波圏，富山市，高岡市， 富山県は和年51年度である。
2. 純生産額（要素費用表示〕とは所得額のことである。
3. 城端町の町民所得統計書は作成されていないから，砺波市圏（砺波市，城端町平村，上平村， 利賀村，
庄JI［町，井波町，井口村，福野町，福光町のl市5町4村〉から推計して城端町の所得額， 第2次産業
の所得額，製造業の所得額を算定している。
所得額＝砺波圏の就業者1人当り純生産229.0万円×城端町の就業者数6,894人＝l,578, 726 .0万円
第2次産業の所得額＝229.0万円x城端町の第2次産業の就業者数3,453人＝790,737.0万円
製造業の所得額＝229.0万円x城端町の事埴業の就業者数2,726人＝624,254.0万円
???，?
?
? ?? 、
?
197,361 
161, 873 
533,370 
第2-23表 産業大分類別事業所，従業者数の構成
て喜善と命： 項、民～ ～一年一次一 昭和 47 年 50 
事業所数｜！従業者数（人〉 事業所数｜従業者数（人〉｜構成比 ω
総 数 100.0 
第 1 次 産業
農林・水産業 7 45 10 48 0.9 
第 2 次 産業
鋭； 業
建 設 業 75 707 78 643 11.8 
製 1、F旦f二 業 131 2,919 132 2,723 49.9 
等 3 次 産業
卸売・小売業 294 823 296 829 15.2 
金融・保険業 8 98 9 119 2.2 
不動 産業 3 4 5 9 0.2 
運輸・通信業 14 178 13 155 2.8 
電気・ガス・水道業 4 17 3 17 0.3 
サービス業 159 853 154 820 15.0 
公 務 10 83 7 91 1. 7 
資料：総理府『事業所統計調査』 （昭和47年，昭和50年）
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売業15.2%，サービス業15.0%，建設業181.%，通信・運輸業2.8%, 金融・保険業2.2%, 公務
1.7克，農村・水産業0.9%, 電気・ガス・水道業0.3%, 不動産業0.2%の順である。さらに，昭
和50年現在の城端町の従業者数は， 昭和47年に比べて， 製造業は6.6%(196人〉の減少を示してい
る（第2-23表）。
昭和52年12月31日現在， 城端町の製造業の産業中分類別の事業所数， 従業者数及び製造品出荷額
は，第2-24表の通りである。この表によれば，従業者数2,362人（常用と個人を含む。）のうりで
最も大きな比率 54.9%を占めるのは繊維工業であり， 次いで18.7%を占めるのは電気機械器具製造
業であるから，これらの2業種だけで73.6%を占めている。 製造品出荷額 185億6,255万円のうちで
最も大きな比率 53.7%を占めるのは繊維工業であり， 次いで25.8%を占めるのは電気機械器具製造
業であるから，これらの2業種だけで 79.5%を占めている。 このことは繊維工業と電気機械器具製
造業が城端町の工業構造の2核すなわち2大業種であることをあらわしている。 ここで， 2大業種
の富山県内シェアーをみれば，城端！日jの3つの指標（事業所数，従業者数， 製造品出荷額） は6～
11%程度であるから， 2大業種の工業集積度は決して低水準にあるわけではない（第2 25表〕。
第2-24表 製造業の産業中分類別・事業所数，従業者数及ひ、製造品出荷鋭、〔全事業所〉
t類ζE業＂：中分＼一～項＼ ～ -g 
事業所数 従業者数 （人〕 事＇~l:'f品出荷額（万I'])
計｜法人｜個人戸新 計 ｜常用｜個人｜｜構成（比%〉長 績｜構成比伽
総 数 129 67 62 100.0 2,362 2,227 135 100.0 1,856,655 100.0 
食 事ヰ 口ll口 13 7 6 10.1 95 75 20 4.0 112,895 6.1 
高批 京佐 工 業 52 29 23 40.3 l,298 l,242 56 54.9 996,357 53.7 
衣 mi 2 1 1 1.5 37 35 2 1.6 x x 
木材・木製品 6 5 1 4.6 39 38 1 1. 7 32,914 1. E 
家具・装備品 5 2 3 3.9 39 35 4 1. 7 20,039 1.1 
パルプ・紙 4 2 2 3.1 30 26 4 1. 3 19,769 1.1 
出版・印刷 3 1 2 2.3 38 32 6 1.6 13,648 0.7 
主人乙 属 製 n仁3rJ 10 7 3 7.8 178 172 7.5 98,746 5.3 
一 般 機 械 8 1 7 6.2 26 16 1.1 8,379 0.4 
電 気 機 械 12 8 4 9.3 442 432 10 18.7 479,232 25.8 
輸 送 機 相民 1 。 1 0.8 2 1 1 0.1 x x 
その他の製造業 13 4 9 10.1 138 123 15 5.8 67,557 3.6 
資料：第2-20表にj司じ
注昭和52年12月31日現在
第2-25表 繊維工業と電気機械の県内、ンェア
業 種 繊 市住 工 業 'aj'. 気 機 械
項 日 事業所数 i従業者数ω！製造品中耕〕 事業所数 i従業者数（人〕｜製造品出荷額〔万円〕
城端町 52 1,298 995,787 12 442 479,812 
富山県 464 17,940 15, 135,041 173 7,375 5,342,614 
県内、ンェア
く%〉 11.2 7.2 6.6 6.9 6.0 9.0 
資料第2-20表に同じ
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しかし， 今後の輸出状況の変化にもとづく産業構造の変貌を予測すれば， 繊維工業の比重は次第に
下げていく必要があるO
城端町の工業構造を富山県の工業構造と業種別製造品出荷額の構成比で比較すれば， 第2-26表
の通りであるO 城端町の繊維工業の製造品出荷額の構成比は 53.7%であり， 電気機械器具製造業の
それは25.8%であるから， これらの2業種は富山県のそれらの2業種（それぞれ8.3%, 2.9%）よ
りもきわ立って高い構成比を示している。 しかし，城端町のパルプ・紙・紙加工品製造業， 出版・
印刷・同関連産業，一般機械器具製造業などの製造品出荷額の構成比はそれぞれ1.1%, 0.7%, 0.4 
%であるから，富山県のそれらの構成比（それぞれ5.1%, 1.4%, 7.8%）よりも下回り低い比率に
留まっているO このようなことは， 城端町の2大業種の工業集積度が富山県の場合よりも相対的に
高い水準にあることを示している反面，パルプ・紙・紙加工品製造業の装置型・用水型業種，出版・
印刷・同関連産業の都市型業種， 一般機械器具製造業の技術集約型業種においては富山県の場合よ
りも相対的に低い工業集積度となっていることを意味する。
第 2ー 26表 城端町と富山県の業種別製造品出荷額の構成
産＼分業類中別モ丸土＼＼＼竺頃＼円
城端町 富山県
製造品出〈荷万額円 l構成比 製造品出〔荷万額円｜｜ 構成比（ 〕（%）〕%〉
総 数｜ 胤 14山 1I 100.0 
食 料 ロ仁ロl 112, 895 6.1 9,708,929 5.3 
繊維工業 996,357 53.7 15,135,041 8.3 
衣 H~ x x 1,464,247 0.8 
木材・木製品 32,914 1.8 6,075,566 3.3 
家具・装飾品 20,039 1.1 1,651,162 0.9 
パルプ・紙 19,769 1.1 9,353,461 5.1 
出版・印刷 13,648 0.7 2,479,757 1.4 
金属製品 98,746 5.3 16,834,767 9.2 
一般機械 8,319 0.4 14, 376, 198 7.8 
電気機械 479,232 25.8 5,342,614 2.9 
輸送機械 x x 7,970,680 4.4 
その他の製造業 67,557 3.6 7,244,383 3.5 
資料：第2-20表に同じ
注 1. 昭和52年12月31日現在
2. 産業中分類の表示は省略表示を用いている。
3. 富山県の製造品出荷額には次の業種のものが含まれている。
化学工業 18,858,891万円 10.3% 
石油・石炭 8,353,753 4.6 
ゴム製品 662, 154 0.4 
なめしかわ 160,074 0.1 
窯業・土石 5,500,262 3.0 
鉄 鋼 12, 902, 129 7.0 
非鉄金属 38,867,599 21.2 
精密機械 219,944 0.1 
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城端町の産業中分類別の事業所数， 従業者数及び製造品出荷額の昭和48年から昭和51年までの 4
年間の推移は，第2-27表と第2-2図の通りである。 事業所数については， 繊維工業は6.9%の
減少を示し，電気機械器具製造業は変わらず， その他の業種ではやや増加している。従業者数につ
いては，第1-1図のように，繊維工業は17.8%, 電気機械器具製造業は4.96%とそれぞれ減少し
ているが，他の業種はやや増加している。製造品出荷額については，繊維工業は34.8%, 電気機械
器具製造業は57.6%とそれぞれ増加しているし，他の業種も増加している（第2 27表〉。
第2-27表 産業中分類別・事業所数，従業者数及び製造品出荷主巨の推移
~ 昭和48年 49 50 51 52 調｜従教業J製明造湾品） 所事業数｜！ 従者（業人数）I製出（万造荷額品円〉議（顎月霜〕喜重I~~）I~~~） 
総 数 131 2,826 1,233,7751 127 2,635 1,231,051 135 2,549 1,208,750 13! 2,519 1,704,715 
食 料 ロ仁3ロ 1 61 27' 107 10 59 33,592 13 85 57,860 13 89 60,924 
繊維工業 58 1, 725 807,581 55 1,544 781,031 55 1,474 793,607 54 l, 418 1,088,929 
衣 Ulf 2 x x 2 x x 2 x x 2 x x 
木材・木製品 6 41 25,955 5 38 27,321 6 41 27' )89 7 43 31, 778 
家具・装備品 5 46 16,898 5 50 24,243 7 46 17' 781 6 45 17,544 
窯業・土石 x x 1 x x x x x 。。 。
パノレプ・紙 5 34 15,866 5 36 21,365 5 34 15, 129 5 37 20, 116 
出版・印刷 3 31 7,960 3 35 8,928 3 33 9,785 3 34 12,815 
金属製品 7 140 60, 168 8 139 66,456 11 173 70,262 10 176 89,045 
一般機械 6 20 4,402 6 17 3,406 6 16 3,048 8 25 5,460 
電気機械 11 483 192,129 10 460 190,770 1 446 142,472 11 459 302,822 
輸送機械 3 14 3,945 3 15 4,440 2 x エ 2 x エ
その他の製造品 13 214 71,438 14 206 68,005 13 153 63.822 12 156 69,879 
平 均 10.1 217.4 9,4905.8 9.8 202.7 94,696.2 10.4 196.1 92,980.7 10.2 193.8 131,131.9 
資料：第2-20表に同じ
注 1. 各年12月31日現在
2. 昭和51年は第2-24表に同じである。
城端町隣接4町村の産業中分類別・町村別事業所， 従業者数及び製造品出荷額の昭和48年から昭
和52年までの 5年間の推移は，第1-1図，第2-3図， 第2-4図の通りである。
城端町の産業中分類別の従業者1人当りの付加価値額を昭和47年と昭和52年で対比すれば， 電気
機械器具製造業の562.5%が最も高く， 次いで、パルプ・紙・紙加工品製造業307.0%, 家具・装備品
製造業268.0%, 木材・木製品製造業 265.1%，金属製品製造業 227.4%，出版・印刷・同関連産業
199.5%，食料品製造業189.6%，繊維工業156.4%の順となっており， 平均は257.7%である （第2
28表〉。
このように各業種とも従業者1人当りの付加価値額は低く， 繊維工業の 156.4%が製造業全体ひ
いては産業全体の生産性を低くしているO 今後は繊維工業の高付加価値化を目指した体質改善を図
り，繊維工業の比重を次第に低下させて生産性の向上を図る必要がある。
城端町の工業構造については，以上のような「地域的特性」を指摘することができる。
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第2-3図 町村別・業種別事業所数の推移
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第2-4図 町村別・業種別製造品出荷額の推移
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資料：第 1-1図に同じ
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第2-28表 産業中分類別・従業者1人当り付加価値額（単位万円〕
昭和 47 年 昭和 52 年民：・ 従業者数（人〉｜｜｜付加価値額｜｜｜従り業付加者価1値人額当 従業者数）l付加価値引｜従り業付者加価1値人額当
総 数 2,694 349,850 129.9 2,362 
食 料 ロa日 46 8,740 190.0 95 
繊維工業 l,678 214,050 127.6 1,298 
衣 H~ x x x x 
木材・木製品 33 3,682 115.6 39 
家具・装備品 38 4,831 127 .1 39 
パルプ・紙 30 2,685 89.5 30 
出版・印刷 30 3,275 109.2 38 
窯業・土石 x x x x 
金属製品 124 13,209 106.5 178 
一般機械 1 1,042 1,042.0 26 
電気機械 508 59,729 117.6 442 
輸送機械 x x x x 
その他の製造業 197 37,193 188.8 138 
平 均 269.4 34,985.0 221.4 236.2 
資料：富山県統計調ヰ課『工業統計調査結果表』 （昭和47,52年〉
注各年12月31日現在
③工業用地
719,073 304.4 
34,229 360.3 
259,061 199.6 
x x 
11, 952 306.5 
13,282 340.6 
8,245 274;8 
8,280 217.9 
x x 
43, 119 242.8 
4,032 155.l 
292,370 661.5 
x x 
39,623 287.1 
71,907.3 273.9 
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付対昭業和年者加比昭価3値人年摘（の当船従のり
234.3 
189.6 
156.4 
x 
265.l 
268.0 
307.0 
199.5 
x 
227.4 
14.9 
562.5 
x 
152.1 
257.7 
域端町の工場敷地面積は， 昭和52年現在，事業所数 17事業所で 158,326m2 （従業者30人以上の事
業所，以下同l.:o) と富山県全体の0.7%であるにすぎない。 昭和52年は昭和48年に比べて 91.9%
の減少率を示している〔第2-29表）が， この間の富山県は逆に17.1%増加している。昭和52年を
昭和50年で、対比すれば，城端町は1.0倍増加し，富山県は0.3%減少しているO
第 2-29表工業用地の推移 （単位 ha〕
敷地生産性 富山県の工場敷地面積＼年＼次＼項＼目＼ 
実 績｜伸び率（%） （万円Iha〕 実 績｜伸び率仰
昭和 48 年 17.2203 71,646.5 
49 17.4634 1.4 70.493.2 
50 15. 7182 ム 10.0 76, 901. 3 
51 15.8228 0.7 107,737.9 
52 15.8326 0.1 11,726.9 
資料：富山県統計調査課『工業統計調査結果表』 （昭和48,49, 50, 51, 52年〉
注 1. 各年12月31日現在の従業者30人以上の事業所の場合
2. 敷地生産性＝ 工業出荷額
工場敷地面積
3, ム印は減少率である。
21,977,424 
22,661,283 3.1 
22,422,246 ム 1.1
22,290,544 ム 0.6
22,353,888 0.3 
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第2-30表 工業用地取得面積の推移 （単位 ha)
l~I 
昭和 48年
49 
50 
51 
52 
計
0.5897 
0.5397 
0.2100 
資料第2-29表に同じ
1. 各年12月31日現在
2. ム印は減少率である。
0.3079 
0.2970 
。
3. 1 ha=l0,000m2として換算している。
0.2770 
0.2338 
0.2100 
0.0048 
0.0089 
。
富山県の工業用地
取得面積｜ 伸び率 ω
156.0607 
71.5951 
40.1428 
63.0624 
33.0864 
ム 54.1
ム 43.9
57.1 
ム 47.5
工場用地の適地面積をみれば，城端町の3,922.0haは富山県の 2,073.3haの0.18%であるにすぎな
~ 、。この城端町の工場用地適地面積は昭和51年3月31日に指定を受けたものであるO
城端町隣接3町の工場敷地面積の昭和47年から昭和52年までの 6年間の推移は， 第2-5図の通
り，城端町では横ばし、であるが，福野町では56.5%，福光町では 22.8克，井波町では 8.7%とそれぞ
れ増加している。このことは城端町の工場誘致の立遅れを示している。
④ 工業用水（淡水）
城端町の工業用水（淡水〉使用量は，昭和52年現在，事業所数17事業所（従業者30人以上の事業
所，以下同じ。〉で88317f／日であり，昭和48年 CL879m／日〉に比べて32.0%減少している （第2
-3表〉。このことはオイルショック以後の不況の影響と発展途上国の厳しい追し、上げなどによる
繊維工業の構造的不況が工業用水（淡水） の使用量を減少させていることを物語っている。 昭和48
年から昭和52年までの 5年間の富山県の工業用水（淡水）使用量（昭和52年は 2,969,09477i/Iヨ）は，
繊維産地の城端町とは逆に22.7% (550 ,050ni'／日）増加している（第2-31表〕。
第2-5図 町別工場敷地面積の推移
（従業者30人以上の事業所）
3鈎＂＇4()叫 y一一一目~~·＝＊＝＇措E均一‘＝一一一一→衝党町
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/ / 3町，抽
〆 ／
318.16' ，’ 
初万ト ／ 
20刻
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－ー0・
~~で：＜ ・・・・・・・・・・・・ぃ・…・～ 256:'. 町
235,7飽
174,279 158,326 一－＇－→減鳩町
47 48 49 '" 51 52 年
資料：第1-1図に同じ
第2-6図町別・工業用水使用量の推移
（従業者30人以上の事業所）
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50 
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2ゆ001
←~却井波町
J「一一→極細
/ j 41,683 
r一一「t I 主＇~.~／／ /::cツ、吋 F野町
札叫 ，／ ／ 路
II悶〆／，
：士士士士士宅ア〆一一一－－............ : 
10，醐トII，師 、＼ ／ 
S似矧
資料：第1-1図に同じ
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第2-31表 工業用水使用量の推移（単位 ml日〉
~I 工実 績｜伸び率（%）
昭和 48 年
49 
50 
51 
52 
資料：第 2ー 29表に同じ
注ム印は減少率である。
2,762 
3,008 8.9 
2,878 ム 4.3
2,135 ム25.8
883 ム58.6
富山県の工業用水使用量
実 績｜ 伸び率 ω 
2,419,044 
2,632,185 8.8 
2,730,530 3.7 
2,918,516 6.9 
2,969,094 1. 7 
一割ー
昭和52年12月31日現在， 城端町の工業用水（淡水）の水源別使用量合計88371i／日の供給水源は補
給水BB3m／日（100.0%）だけである。この補給水の水源別内訳は，上水道253m／日 (28.7%), 井
戸水（地下水〕 63om／白（71.3%）である。昭平（51年12月31日現在， 工業用水（淡水〉の供給水源
は， 補給水がo79m／日（97.4%）で回収水は56m／日2, (2.6%）であり， 回収水をはるかに上回る
補給水を必要としているっこの補給水の水源は上水道が68.4%, 井戸水が 29.0%であるから，上水
道の比率が井戸水（地下水）を上回っており， 上水道が補給水の主要な水源となっている （第2-
32表）。このことは昭和48年から昭和52年までの 5年間の推移をみれば明らかであるO 上水道の工
業用水全体に占める比率は昭和48竿の 72.5~ぎから昭和52年の 28.7%へかなりの低下を示しているが，
昭和48年の補給水2,596m／日に占める上水道の比率は 77.1%で昭和52年の補給水 ss3m／日に占める
上水道の比率28.7%へとかなり低下しているO
第2-32表 工業用水（淡水〕の水源UJ!j使用量の推移（単位 ml日〉
~吋問｜上水道ド提案判明｜叫｜醐水｜合計
昭和48年 23 2,001 (30) 595 一 136 2,762 
実 49 22 2, 140 (25) 707 136 3,008 
50 20 2,233 （ー） 549 96 2,878 
績 51 18 l,460 （ー〕 619 56 2, 135 
52 17 253 （ー〕 630 883 
構 48 72.5 (1.1) 21.5 4.9 100.0 
成 49 71.1 (0.8) 23.5 4.6 100.0 
比 50 77.6 （ー〉 19.1 3.3 100.0 
51 68.4 （ー） 29.0 2.6 100.0 
% 、J 52 27.8 〔ー） 71.3 100.0 
資料：第2-29表に同じ
昭和52年の井戸水（地下水）使用量は， 63om！日であり， 井戸水使用量が工業用水（淡水）に占
める比率は71.3%と昭和48年の 21.5%に比べてかなり増加している。 しかし， 昭和田年の比率は
29.0%であるから，この場合は昭和48年に比べて多少増加している（第2-32表〉。 さらに， 第2
-31表によれば，工業用水（淡水）の回収率は， 昭和48年の4,9%から昭和51年の 2.6%へと低下し
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ているが，業種によって差異がみられるはずである。回収率は良好な比率ではなく低率である。
城端町の工業用水道，上水道，井戸水（地下水）， 回収水の業種別の現況は， 資料入手難のため
明らかにすることができなし、。特に業種別地下水依存率を明らかにすることができなし、。
第2-33表 城端町と富山県の工業用水（淡水）の水源別使用量の構成（単位 nil日〉
項 日
績｜構成比仰 実 績｜構成比仰実
工業用水道 349,693 12.0 
上 水 道 1,460 64.4 31,553 1.1 
地 表流 水・ 418,099 14.3 伏 水
井 戸 水 619 29.0 695,955 23.8 
そ の 他 5,875 0.2 
回 収 水 56 2.6 1,417,341 48.6 
1『コ為 言十 2,135 100.0 
資料：第2-29表に同じ
注昭和51年12月31日現在
城端町と富山県における工業用水（淡水〕の水源別使用量の構成比をみれば， 昭和51年12月31日
現在，城端町では上水道が68.4%と多く，また，回収水が2.6%と少なく，富山県の場合（48.6%)
とまったく対照的であることがわかる（第2 33表〉。井戸水では大差はない。 このことは城端町
の工業用水道が未整備の現状であること， 回収水を利用できない業種が製造業の中心となっている
ことなどを意味する。
第2-34表 工業用水（淡水〉の用途別使用量の推移（単位 nil日〉
士戸当事業所数I：局長！原料用水｜器撤｜冷却用水l温調用水 その他 l口'>. 5十
昭和48年 23 99 20 742 698 495 708 2,762 
実 49 22 114 90 732 722 494 856 3,008 
50 20 98 20 845 751 346 818 2,878 
緩 51 18 108 60 552 489 389 537 2, 135 
52 17 105 90 114 31 382 161 883 
構成
昭和48年 3.6 0.7 26.9 25.3 17.9 25.6 100.0 
49 3.8 8.2 24.3 24.0 16.2 23.5 100 . 0 
上じ 50 3.5 0.7 29.4 26.0 12.0 28.4 100.0 
% 
51 5.1 2.7 25.9 22.9 18.2 25.2 100.0 
52 11.9 11.2 12.9 3.5 43.3 18.2 100.0 
資料．第 2ー 29表に同じ
昭和52年12月31日現在， 城端町の工業用水（淡水〉の用途別使用量合計は88371i／日である。 この
用途別使用量全体に占める温調用水（繊維工業のみ使用〉の比率が43.3.%'(38271i／日〉 と最も高く，
次いで、その他の用水 18.2%(16171i'／日〕，製品処理洗浄用水 12.9%（パルプ・紙・紙加工品製造業
のみ使用），ボイラー用水11.9%, 原料用水11.2%のI聞となっている〈第2-34表〉。温調用水や
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製品処理洗浄用水の回収率は低率とみられるから，今後はこれらの用水の回収率を高めなければな
らない。
城端町と富山県における工業用水（淡水〕 の用途別使用量の構成比を昭和51年12月31日現在で対
比すれば，城端町は地場産業としての繊維工業の工業集積度が高いこと （第2-25表，第2-26表〉
から，用途別使用量に占める温調用水の比率18.2%は高く，富山県の場合（9.6%）の 1.9倍である。
これに対して，冷却用水の比率は22.9%であり，富山県の場合の52.4%に比べて低し、。 また， 製品
処理洗浄用水の比率25.9%は富山県の場合の21.8%に比べて1.19倍である（第2 35表）。
第2-35表 城端町と富山県の工業用水（淡水〉の用途別使用量の構成（単位 ml日〉
城 端 町 富 山 県
項 目
績｜構成比伽 績｜構成比仰実
ボイラー用水 108 5.1 36,305 1.2 
原 料 用 水 60 2.7 295, 163 10.1 
製品処理洗浄用水 552 25.9 637,050 21.8 
冷 却 用 水 489 22.9 1,528,435 52.4 
温 調 用 水 389 18.2 278,978 9.6 
そ の 他 537 25.2 142,585 4.9 
メlコ斗 言十 100.0 
資料：第2-29表に同じ
注昭和51年12月31日現在
城端町隣接3町の工業用水（淡水〉使用量（従業者30人以上の事業所）の昭和47年から昭和52年
までの6年間の推移は，第2-6図の通りであるO 城端町は昭和47年から昭和49年までの3年間で
は多少増加したものの昭和49年以降の基調は大幅に低下している。 このことは， 城端町では多量の
工業用水の使用は新たな工業用水道が設置されない限り望めそうもないことを示し， また， 多量の
井戸水（地下水〉の供給も地形・地質上望めそうもないことを示している。 このような意味におい
て，城端町にとっては「工業用水（淡水）の供給難」が工業開発の大きなボトルネックとなってい
る。 「安価な工業用水（淡水）の確保」こそが城端町の新規導入産業の業種（これは産業中分類別
製造業のことである。〉を決定する極めて重要な要件である。他の町のうち福野町の工業用水使用
量は横ばいであるが，井波町と福光町の場合は上昇傾向を示している。
⑤電力
城端可は富山県の電力供給閏では福野営業所管内に属するO 福野営業所管内の昭和52年上期（4
月～9月分）と昭和52年下期（昭和52年10月～昭和53年3月分〉における製造業の電力使用量合計
は， 2億5,770万7,000KWhであるO 用途別電力使用量では，小口電力は昭和52年現在 1億l,049万
l,009KWhで電力使用量全体に占める比率は42.9%であり， 大口電力は 1億4,721万6,oooKWhで
その比率は57.1%であるから， 大口電力が小口電力を上回っている。 この供給電力量については資
料入手難のため明らかにすることはできなし、。
昭和52年現在の福野営業所の小口電力1億l,049万l,OOOKWhがこの年の富山県の場合の5億7,708
万6,000KWhに占める比率は19.1%であり， 福野営業所の大口電力1憶4,721万6,000KWhが富山
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このことは福野営業所管内に大規模県の場合12億2,034万9,oooKWhに占める比率は12.1%である。
な企業，電力多消費型業種等がまだ存在していないことを示している（第2-36表）。
103KWh) 
作＼＼次？同・司刻域？＼ 項円 福 野 営 業 所 富 山 県
小口電力大口電力 小口電力 大口電力
低電圧力｜｜局圧電力甲局圧電乙力｜｜特電別高圧力 ｜ 低電圧力｜｜局圧電力申品圧電乙力I特電別局圧力特約電力
昭和一17，対づ 28，オペ~11叶。ヤヤ；；；｜ω52年下期 7,2 47, 27,630 43, 126,0 38,17 251,6 199, 417, 
[1s, 0791 95, 4151 別 51 弘 0651お7河7178,739149日 71飢吋胤吋捌組l附 6,879
メ口込 110,491 147,216 577,086 1,220,349 [3,8風倒｜附6,8
県内シェア｜ 19. l 12.1 100.0 100.0 100.0 100.0 く%〉
（単位製造業の使用電カ量第2-36表
資料：北陸電力本社営業部（営業計画担当）調べ
注福野営業所管内には特別電力の契約はなし、。
小口電力の低圧電力昭和52年現在の福野営業所管内の業種別使用電力の構成比についてみれば，
金属一般機械器具製造業は0.8%,では繊維工業は最も大きくて 42.1%，食料品製造業は15.2%,
繊維工業のうちでその他（衣食料品製造業は6.7%,製品製造業は5.8%である。高圧電力甲では，
服が入る。〉は8.0%，電気機械器具製造業は2.8%，金属製品製造業は6.0%である。大口電力の高
電気機械器具製造業はし、ずれも契約がな繊維工業のうちでその他，圧電力乙では，食料品製造業，
い。金属製品製造業は66.5%と高L、。
公害問題⑥ 
第 2-37表から第2-45表までの9つの表にもとづいて説明城端町隣接4町村における公害は，
富山県中小企業課の実に良くまとめられ資料これらの表のまとめ方と説明は，することができる。
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資料：富山県中小企業課調べ及び厚生省『環境白書』 （昭和53年度）
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第2-38表 年度別硫黄酸化物量測定結果（二四変化鉛法〉 （単位 S03mg/100cm2 ／日〉
相γ；J坐翌年度＼＼＼ 49 50 51 52 
城 端 町 1 0.12 0.11 0.10 ND ND 
井 波 町 2 0.16 0.13 0.11 0.11 0.11 
福 野 町 2 0.13 0.13 0.10 0.10 0.10 
福 光 町 2 0.12 0.11 0.16 0.10 0.10 
（参考〉富山市 26 0.30 0.21 0.19 0.19 0.18 
砺波市 6 0.13 0.12 0.10 0.10 0.10 
大島町 1 0.17 0.17 0.12 0.12 0.12 
八尾町 2 0.13 0.14 0.11 ND 0.10 
資料：第2-37表に同じ
注 ND （検出されず）とは0.IS03mg /lOOcih／日未満のことである。
第 2ー 39表 市町村別降下煤塵量測定結果（ダストジャー法〉 （単位 t /km3／月〕
I~ケ｜ 昭和48年 49 50 51 52 
城 端 町 I 6 5 3 4 5 
井 波 町 2 5 5 4 5 3 
福 野 町 2 7 5 3 5 4 
福 光 町 2 7 4 3 5 4 
（参考）富山市 26 7 6 5 5 4 
砺波市 6 6 5 4 4 4 
大島町 1 5 3 3 4 4 
八尾町 2 5 7 5 4 3 
資料：第2-37表に同じ
第2-40表 窓素酸化物濃度測定結果〔アルカリろ紙法〉 （単位 NOzmg/100cm2 I日〉
問てご一？一一一？ ＼ 年度 昭和48年 49 50 51 52 
城 端 町 I 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 
井 波 町 2 0.002 0.002 0.002 0.002 0.002 
干高 野 町 2 0.003 0.003 0.003 0.003 0.003 
福 光 町 2 0.002 0.001 0.001 0.001 0.001 
（参考〉富山市 26 0.006 0.004 0.005 0.006 0.005 
砺波市 6 0.002 0.002 0.002 0.003 0.003 
大島町 1 0.005 0.004 0.005 0.006 0.006 
八尾町 2 0.001 0.001 0.002 0.001 0.001 
資料：第2-37表に同じ
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第2-41表 水質汚濁防止法に基づく
届出工場の事業場の状況
町村別 届出数
城端町 74 富山市
井波町 26 砺波市
井口村 3 大島町
福野町 58 八尾町
福光町 99 
561 
141 
19 
60 
メ口込 260 県 計 f3,226 
資料．第2-38表に同じ
注昭和53年3月31日現在
第2-42表条例に基づく騒音の届出状況
（参考〉
城端町 26 富山市 155 
井波町 30 砺波市 118 
井口村 2 大島町 13 
福野町 100 八尾町 32 
福光町 54 
ノ口」 212 富山県計 j1,656 
資料第2・-36表に同じ
注 1. 昭和53年3月31日現在
ー
2. 4町1村の産地地域は騒音規制法に基づく規
制地域外である。
第2-43表条例に基づく悪臭の特定
施設届出工場・事業場の状況 第2-44表昭和52年度の工場騒音調査結果
（参考〕
事業場
城端町 54 富山市 118 
井波町 27 砺波市 117 
井口村 10 大島町 3 
福野町 79 八尾町 42 
福光町 50 
メIコ込 220 富山県計 11,447 
資料．第 2ー 37表に同じ
注 1. 昭和53年3月31日現在
2. 4町1村の産地地域は悪臭防止法に基づく規制
区域外である。
Jヴ朝 昼間
繊維工業 50 55 
金属製品製造業 61 
機械器具製造業 59 
そ の 他 52 53 
資数：富山県中小企業課調べ
第2-45表 昭和52年度の工場振動調査結果 （単位 dB〕
タ 夜間
50 48 
52 52 
業 種｜繊 刷 F司鉄鋼
調査｜平均 56 46 47 50 
結果｜最大～最小川～45未満［ 4ト必未満［52～45未満［ 68～45未満
資料富山県中小企業課調べ
金属｜機械1
城端町隣接4町村の地域は繊維産地として公害防止関係各法にもとづく規制地域外に指定されて
いるため，また， この地域が農村地域であって公害型の産業が立地していないため， 公害に対する
苦情は他地域に比べて少ない。しかし， 織機の騒音については， 産地調査のとき訪問した工場の織
機の音を経験したので， 防音措置等の対策がまだまだ必要であり，職場の作業環境の点からみても
何らかの方策が必要である。
城端町の行政レベルによる公害対策としては， 昭和51年3月31日に農村地域工業導入地区として
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指定された是安地区への企業の進出に関するものがある。城端町と立地企業との聞で公害防止協定
を締結し， 農業用水との関連を考慮して農業との調和ある発展を図るための対策を講じることにな
っている。
(3）商業
工業とならぶ2大産業の商業についてみれば， 城端町の商業関連就業人口は， 昭和45年以降安定
している。昭和51年5月1日現在の商店数274店は昭和45年5月1日に比べて5.2%減少し， 同年月
日の商品年間販売額 59憶4,802万円は逆に昭和45年の 29憶2,555万円の2.46倍に達している（第2-
46表）。同年月日の従業者数は732人であるO
第2-46表 業種別商店数、商品年問販売額の推移 〔単位万円〕
商 f;ti 数 商品年間販売額
rz: 分
昭 451昭 471昭 491昭 51 昭和45年l昭和昨｜昭和昨！昭和51年
一 般 卸 7古G 業 13 16 
代理商・仲立業
各種商品小売業 1 
種7G物牙ミ ・衣服・身の回り品小 49 48 
欽食料品小売業 97 89 
暴動車・自転車・荷車小売 6 6 
家具・建具・什器小売業 42 37 
そ の 他小売業 50 49 
飲 食 店 31 29 
総 数 289 274 
資料；富山県統計調査課『商業統計調査結果表』
注各年5月1日現在
12 
42 
90 
6 
39 
51 
27 
267 
14 31,063 597,876 63, 146 102,937 
x 
42 41, 106 53,252 71,481 88,457 
87 60,793 66,329 110, 125 140,077 
6 6,395 8,594 10,480 11, 215 
38 55,149 46, 198 83,699 74,795 
56 35,845 49,219 92,526 157,201 
31 11,006 9,087 13,559 20, 120 
274 241,357 292,555 445,016 594,802 
城端町と富山県の商品年間販売額の構成比をみれば， 昭和51年5月1日現在， 小売業は79.7%と
富山県よりも多い。しかし， 1商店当りの商品年間販売額は卸売業が72.4% (7 ,352.6万円〉で富山
県平均の93.6%(4億2,911.9万円）に比べれば，城端町の卸売業の生産性は極めて｛尽く，零細であ
る。 小売業は21.2%(2,147.9万円〉で富山県平均の5.7%よりも城端町の生産性の方が高く， 飲食
業の生産性も城端町は富山県の 9倍ほど高い（第2-47表，第2-48表〕。城端町の商業構造は小
売業中心の構造である。資料の関係でここでは城端町の商業構造の変化については明らかにするこ
とができない。
第2-47表 業態別店舗数、従業者数、商品年間販売額
I~匙｜城端町｜富山 県
業態心l店舗数｜従業務｜醸響調間接〉｜店舗数｜従業者数〈人）lfrlb年稿者｜構成比仰
卸売業 14 10 16.9 3,465 32,761 14,869 72.3 
小売業 229 47 79.7 19,887 60,431 5,237 25.5 
飲食店 31 74 2 3.4 5,028 16,218 455 2.2 
資料注：第2-46表に同じ
昭和51年5月1日現在
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第2-48表 城端町と富山県の業態別生産性の構成 （単位万円〉
」ア～ァ 城端町 富 山 県年1店問販当売り額の商品 I構成比 （%〕 1店間当りの商品 I構成比 （加年販売額
卸 士フ甘i:; 業 7,352.6 72.4 42, 911. 9 93.6 
士7E 業 2,147.9 21.2 2,633.4 5.7 
飲 食 店 649.0 6.4 280.6 0.7 
資料：第2-47表に同じ
8. 住宅等の各種施設水準
①住宅
昭和田年10月1日現在，普通世帯2,721戸のうちで持ち家世帯は93.8%(2,552戸）， 公営・民営
借家は3.6%(97戸），給与住宅は2.0%(54戸）である（第2-49表〉。
第2-49表住宅の現状 （単位戸）
種 J!j 帯 数｜世帯人員卜世帯当り吋 1世帯当り室数I1世帯当り畳数
普通世帯 2,721 
住 宅 2, 714 
持ち家 2,552 
借家（錯
57 
40 
給与住宅 54 
間借り 1 
寄宿舎・その他 7 
資料．総理府『国勢調査』 （昭和50年〕
注昭和50年10月1日現在
1, 561 4.25 7.21 12.0 
11,543 4.25 7.23 12.0 
11,092 4.35 7.46 12.2 
159 2.97 2.49 4.8 
130 3.25 4.58 8.3 
128 2.37 3.98 10.0 
34 3.09 3.09 6.4 
18 2.57 
昭和48年10月1日現在の総理府の『住宅統計調査』によれば， 富山県の持ち家率は 85.1%（全国
第1位，全国59.2%), 1住宅当りの居住室数6.02（全国第1位。全国は4.15である。） 1室当り
の人員0.68（全国第1位。全国は0.87である。〉， 1人当りの畳数9.49 （全国第2位。全国は 6.61
である。）である。城端町の持ち家率は富山県の持ち家率よりも高いが， 1室当りの人員は0.59人，
l人当りの畳数は 2.82畳と富山県よりも低い水準にある。今後はこのような住宅規模の量的側面だ
けでなく， 水道設備や浴槽の設置状況， 水洗化率などの住宅に付随する住居設備がどのようになっ
ているかという意味の質的側面の充実が必要である。
②給水施設
昭和52年の城端町の上水道給水人口は8,256人， 年間配水量は693,24om，年間給水量は464,210m
であり，給水率は67.0%，上水道普及率（＝給水人口÷総人口〉は68.7%である （第2-50表〉。
富山県の上水道普及率は，昭和51年3月31日現在では 79.1%であり，同年月日の全国では 87.6%で
あるから， 城端町の上水道普及率は富山県よりも低い水準にあることがわかる （富山県統計調査課，
『富山県の歩み一一県民生活と県内経済一一』，昭和52年版。）。
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第2-50表 公共用上水道の現状（単位人，戸，m,%)
計画給 給水 年間 1日当り給水量年 間給水率 給水
主（合主主） 
総人口年 度
人口凶｜戸数 最大｜平均給水量的（す）水人口 配水量（B) 栓数 （［方
昭和48年 5,000 4,729 1,081 577,052 2,180 l,580 391,282 0.68 3,783 40.0 11, 954 
49 8,400 4,749 1,099 510,697 1,804 1, 399 377,809 0.74 3,846 40.0 11, 94~ 
50 8,400 4,799 1, 124 603,453 2,313 1,648 399,082 0.66 3,934 40.3 11,901 
51 10,500 6,723 1,619 671,836 2,622 1,840 450, 130 0.67 5,666 56.4 11, 925 
52 10,500 8,256 1,855 693,240 2,369 1,899 464,210 0.67 6,492 68.7 12,026 
資料・城端町水道課調べ
注総人口は住民基本台帳による。
城端町では今後給水人口の増加に伴う年間給水量の増加と 1日当りの平均給水量の増加が必要で・
あり，上水道拡張計画とその実施による上水道普及率の向上と給水量の増加必要である。
③ ごみ等処理施設
城端町のごみ等処理施設の整備状況は， 第2-51表の通りである。その整備状況は今後さらに質
的側面から検討を早急に加えていく必要がある。
第2-51表ごみ処理施設等の整備状況
種 設 置 者
ごみ処理施設 砺波広域事務組合
υ ， 
粗大ごみ処理施設 ， 
し尿処理施設 砺波地方衛生施設組合
資料：富山県中小企業課調べ
注昭和53年12月31日現在
④ 教育・文化施設
名 称 型 式 ｜能力｜
西部清掃センター 機械化パッチ 40 t I日
東部清掃センター II 60 t I日
東粗大部清ご掃センター
み処理場 破砕・圧縮 30 t I日
し尿処理場 消化・活性汚泥 144kC／日
備 考
城端，福光，井口
井波，福野ほか
域端町もまた昭和51年末現在，幼雅園，保育所，医師， 医療施設などが不足している （第2-52
表）。 保育所は女性就学者には特に必要なしかも重要な施設であり， 今後の設置と保育専門家の確
保が早急に望まれる。医療施設についてもその充実は急務の課題であるO 同年末では， 医師は8人，
歯科医師は5人であり，城端町総人口11,917人に対する医師1人当りの人口は 1,489.6人，歯科医師
1人当りの人口は2,383.4人であって，富山県の総人口l,078,625人（昭和51年。第2-5表。）に対
する医師1人当りの人口 937.1人よりも少なく，富山県の歯科医師1人当りの人口 3,370.7人に比べ
れば多い。その他の医療関係従事者（薬剤師，保健婦， 助産婦，看護婦（土〉， 準看護婦（士〕）
の数も少ない。今後はそれらの充足が是非とも必要である。従って， 各種の保険医療体制の基盤づ
くりが必要である。
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第2-52表施設等の現状
種別｜ 施 設 等 施設数等 ｜施設関連者 ω ｜ 備 考
保 育 61収容人員数 抗｜昭和53年4月1日現在
点す~一与
幼 稚
1 I要E護 x 校 x 
教
1 i 教児（本員童務者数〕 979 A寸L一 35 昭和53年5月1日現在
育
450 
中 ρイ~」与 23 
社会福祉センタ－ I 
昭和52年12月31日現在
母 子 寮｜
社
公 民 館｜ ｜問応如月 1日現在
公 立 図 書 館｜ 1 I蔵書数 2同 3冊｜昭和畔3月31日現在
会 青 年 団｜団体数 51会員数 198 
婦 人 会｜団体数 x＼ 会 員数 x 
ボーイスカウト｜団体数 2＼会員数 172 
昭和53年7月 1日現在
教
ガールスカウト｜団体数 1 I会員数 91 
育
農家生活改善実行グループ｜ク＊ループ。数 91グ、ループ員数ロ
昭和53年4月1日現在
児童クラブ｜団体数 251会員数 L側
母 親 ク ブ ブ｜団体数 51会員数 674 
4 H ク フ 1 I会員数 21 ＼昭和畔5月I日現在
体育・ス 町 民 体 育 館｜ 1 
ポーツ等 温 水 フ 1 昭和52年12月31日現在
保 養 1 
病 院｜ 2 
毛日ゑ。’、 療 4 
衛
歯 科 るJVふ 療 所｜ 4 
医 師 9 
歯科医師 5 昭和52年12月31日現在
薬剤師 8 
生
看護婦（土〉 50 
準看護婦（土） 57 
獣医師 4 
資料：富山県統計調査課『富山県勢要覧JIc昭和54年版〉，城端町『じようはな（町勢要覧〕』（昭和53年版〉，
富山県医務課『衛生統計年報』（昭和53年版〉
注医師・歯科医師・薬剤師・獣医師数については住所地別，看護婦（土〕数については就業地別による数値で
ある。
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9. 都市計画
城端町では，昭和53年3月，都市計画用途地域を実施以後， 昭和田年4月現在， 城端町行政区域
6,584ha ( =65.84km2）の2.3%にある149.4haが都市計画用途面積で、ある。このうち工業地域と準工
業地域の合計面積39.4haは26.4%を占めている（第2-53表）。
第 2ー 53表 都市計画用途地域別面積 （単位 ha〕
（参考） 富 山 県
用途地域別 面 積 概成比
積｜構成比伽（%〉 面
第1種住居専用地域 8.0 5.4 l,837.4 
第2種住居専用地域 24.0 16.1 3,586.9 
住 居 地 域 62.0 41.5 4,312.4 
近隣商業地域 15.0 10.7 692.3 
商 業 地 域 618.3 
準工業地域 32.0 21.4 l, 871. 6 
工 業 地 域 7.4 4.9 1,626.6 
工業専用地域 0.0 0.0 957.1 
都面市計画用途地域積別 ｜ ｜ 
資料：城端町建設課調べ富山県統計調査課『富山県の歩み』 （昭和52年度版）
注昭和52年10月1日現在
11.9 
23.l 
27.8 
4.5 
3.9 
12.1 
10.5 
6.2 
100.。
以上のように， 新規産業導入対象地域としての城端町の現状について総合的な観点から把握する
ことができる。とりわけ，城端町の「工業構造」を中心とした現状で、ある。 なお， 富山県と県内各
市の現状を説明する資料については十分に整理された資料集が作成されていない。そのため， 城端
町の場合でもその現状を把握するのに大変苦労した。それだけに以上のような分析方法とこれにも
とづく現状分析が少しでもお役に立てば幸甚の至りである。
第3章新規導入産業の選定
本章では，城端町に導入すべき産業を選定する。選定の手順は， まず初めに， 城端町経済の発展
にとって望ましい産業を検討し， 次いで当該地区の立地因子を考慮して， 理論的な観点から導入有
望業種を検討する。次に， こうして得られた導入有望業種に労働力の雇用量や工業用水の使用量等
の側面から数量的検討を加え，導入産業の規模を決定する。
1. 新規導入産業の検討
(1) 新規導入産業の役割
第1章の考察を踏まえると， 当該地域の健全な発展を図るためには， 新規に導入する産業は次の
ような役割を担うことが期待される。
①繊維産業を補完し，産業構造の多様化を図る。
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②農業の省力化，繊維産業の協業化等による余剰労働力の雇用機会を確保する。 このため， 新規
導入産業は比較的，労働集約的な産業が望ましし、。
③所得水準の向上を図るため， なるべく高付加価値型の産業が望ましい。
さらに，新規産業の奪入地区の立地因子の観点から，以下の要件を満たす産業が望ましい。
④導入地区のJ也理.¥J苦境から， 大規模な設備を必要とする装置型産業や最終消費地との距離が重
要な立地因子となる都市型産業は適さず，内陸型の軽工業が適当である。
⑤尊入地区は水稲単｛乍地帯の中に位置するので， 排水汚濁， 大気汚染等の危険の少ない無公害型
の産業が望ましい。
⑥導入地区においては，利用可能電力の余力が小さいため，電力少消費型の産業が望ましし、。
⑦工業用水は，主として地下水の利用が考えられており，用水多消費型の産業は適さなL、。
⑧導入地区における技術力の集積は小さいので， 高度の技能， 技術を必要とする産業は適さない。
以上の合計8つの要件は， 導入される産業が満たすことの望まれる資格を列挙したものである。
すべての要件を同寺に満たすことは， 現実にはかなり困難であるが， 導入産業の候補すなわち導入
有望産業として， 次の産業が挙げられよう。
①電気機械語具製造業（電子機器，電気機器，通信機器等の部品の組立て，加工〕
②食料品産業（米菓の製造）
③衣服・その他の繊維製品製造業（衣服，室内装飾用品等の縫製）
④一般機械器具製造業
⑤金属製品製造業（建設用，建築用製品，製缶，板金等）
⑥その他の製造業（プラスチック製品製造業）
(2) 新規導入産業の検討
次に，これらの業種について， その成長性，企
業の進出実績等の観点、からより詳細に検討しよう。
各産業の今後の成長性を，産業構造審議会の『東
海北陸地域の産業構造ビジョン』 （昭和53年5月）
に基づいて，昭和45年から昭和60年までの産業別
生産額の年平均伸び率によって測るとすれば，第
3-1表のようになる。 これによれば，電気機械，
一般機械， 金属製品および「その他の製造業」の
年平均伸び率J主，北陸地域及び全国の製造業全体
の伸び率よりも高く，将来有望であることがわか
第3-1表産業別生産額の年平均伸び率
（昭和60年／昭和45年〕
時ヰと 北 陸 全
食 料 品 4.5 
繊 維 2.4 
金 属 製 品 9.9 
一 般 機 械 7.2 
電 気 機械 15.4 
その他の製造業 8.5 
製 造 業 6.9 
全 産 業 6.4 
国
5.2 
2.9 
7.3 
6.8 
8.6 
6.8 
6.2 
5.9 
る。反面， 繊維産業については将来， 高い伸びは 資料：産業構造審議会，東海北陸地域産業構造分科会
報告『東海北陸地域の産業構造ビジョン』 （昭
期待されていないが，その理由は第1章ですでに 和53年3月）
述べた通りである。
ただ，第3-1表は産業別中分類によるものであり， さらに細分化した検討が必要である。上記
『ピジョン』は，有望業種の中で、電気機械器具製造業については， 産業用電子機器， 電子技術応用
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部門，家電製品を今後期待される成長分野として挙げている。導入区域の面積からみて， 大規模な
立地は困難であるが，部品の組立て， 加工ならば， 周辺地域に同業種の企業がすでに立地しており，
導入の可能性は高いと考えられる。 これらの分野は一般に高付加値型であるが， 技術集約型・知的
労働集約型でもあり，導入にあたっては技術修得のための何らかの対策が必要となろう。
次いで，一般機械器具製造業については，上記『ビジョン』は公害防止， 省力化， 生活関連機器
部門を成長分野として挙げている。周辺地域への立地実績からみれば， これらに加えて農業用機械
器具製造業も導入業種として挙げられる。しかし， 電気機械器具製造業と同様に， 一般機械器具製
造業の場合も技術修得の面での対策が必要となるであろう。
金属製品製造業については， アルミニウムサッシ， ドアを中心とする建設・建築用金属製品製造
業は富山県における主要な産業であり，周辺地域への立地実績もある。 しかし， 上記『ビジョン』
では，アルミ化率がほぼ限界近くまで達していること， 及びアルミニウムサッシ使用量の大きい木
造住宅の伸びは非木造住宅の伸びを下回ることが予想されることなどから， これまでのように建築
着工面積をはるかに上回る伸びは期待できないことが指摘されている。
食料品製造業の生産額の伸び率は， 上記『ビジョン』では製造業平均よりも低く予想されている。
上記『ビジョン』では産業別細分類による検討はなされていないが， 米菓製造業に限れば， 周辺地
域への立地実績及び原料の入手可能性を考慮すると有望で、ある。 この業種の問題点は， 版路確保の
ためのマーケティング面にあると考えられる。
「その他の製造業」についても， 上記『ビジョン』では産業別細分類による検討は行われていな
い。富山県内の立地実績をみると， プラスチック関連製品製造業が考えられるが， 周辺地域への立
地実績はあまりないようである。
最後に，繊維産業であるが， 低い伸びしか期待されないものの， 当該地域は繊維産業と密接な関
係にあり，従来の素材部門から， より付加価値の高い製品部門へと多様化（たとえばアパレル化）
することは，既存企業との関わりの面からも望ましし、。問題点として， 衣服などのファッション性
の高い製品は商品企画， 開発力が重要な要因であること， また地域内での一貫生産体制が当面不可
能であるので， 精練， 染色のためにいったん他地域へ送った織物を再ひ、逆送して製品化しなければ
ならず，最終消費地から遠くなるため， 輸送条件の面で不利となることが挙げられよう。前者につ
いては，作業服などのようにファッション性が比較的薄く， 最終消費地を近隣に求め安く， また安
定した需要が得られるものを製造することが考えられる。後者については， 高速道路の整備によっ
てある程度の改善は可能である。
以上の考察をまとめると， 上述の導入有望産業にはし、ずれも利点と欠点が併存しているが， その
中でも電気機械器具製造業，一般機械器具製造業には，かなりの期待をすることができる。
2. 新規導入産業の選定
(1) 選定の手順
ここでは，上述の導入有望産業について， 種々の立地ケースを想定し， それぞれの製造品出荷額，
労働力の雇用量，工業用水の必要量， 電力の必要量を予測して， これらを判断基準にしてその中か
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ら望ましい立地ケースを選択する。
予測の手順は次の通りである。まず， 導入区域の面積を各産業に適当に按分し， 各産業の敷地面
積をもとに，次の計算式に従って各種原単位を乗じて，各産業別に製造品出荷額等を予測する。
製造品出荷額＝敷地面積×産業別敷地生産性
労働力の雇用量＝製造品出荷額÷産業別労働生産性
工業用水量＝製造品出荷額×産業別工業用水原単位
電力量＝製造品出荷額×産業別電力原単位
産業別の各種原単位は第3 2表にまとめられている。データは， 通産省『工業統計表』 （昭和
51年版λ 富山県統計調査課『富山県工業統計調査結果表』 （昭和52年版〉を利用し， また電力に
ついては北陸電力の資料を利用し，加工した。原則として，産業別中分類については富山県のデー
タを，また産業別細分類については全国平均のデータを利用している。
第3-2表産業別・各種原単位
業種 ～ 一一～ー ～一 （万円／nl〕
電気機械器具製造業＊ 10.13 
食料品製造業＊ 8.24 
（米菓製造業＊＊） 11.28 
（野菜カン詰製造業＊＊） 7.69 
（つけ物製造業＊＊〉 8.09 
衣服・その他繊維製品製造業＊ 12.95 
金属製品製造業＊ 10.95 
金属製品製造業＊＊ 8.39 
般ー機械器具製造業＊＊ 9.54 
（農業用機械製造業＊本） 13.60 
一般機械器具製造業＊ 6.58 
その他の製造業＊＊ 10.37 
〔プラスチック製品＊＊〕 9.61 
＊昭和52年富山県データ（従業員30人以下の事業所〉
＊＊昭和51年全国デー タ（向上）
金額はすべて製造品出荷額
働産性 ｜疎開単位｜ 電力原単位
（万円／人〕 Cnl／億円・日〉 (KWh／億円・日〕
836.00 20.40 260.44 
1,413.50 93.86 707.29 
893.72 19.08 つ
870.23 71.79 ワ
962.64 30.47 ワ
508.21 3.56 l, 713.15 
1,544.09 62.22 938.32 
1,209. 86 16.95 ワ
1,292. 71 14.43 ワ
1, 715.04 8.50 ワ
1,083.44 41.27 489.32 
1,354. 40 35.16 ワ
1,406. 73 33.20 ワ
第3-2表をもとに， 各産業がし、ずれも l,OOOn{の敷地を使用すると仮定したときの製造品出荷
額等を示したものが，第3-3表である。 したがって， どの産業がたとえば労働力の吸収力が大き
いとか， あるいは工業用水を多く使用するかなどの特性をこの表から読み取ることができる。 とく
に導入予定豆減で、は， 工業用水（地下水〉の使用量が1日当り最大切omとされている。 したがっ
て，工業用水多消費型の産業は不適当であり， 米菓を除く食料品製造業や富山県データによる （換
言すれば， 富山県で一般に行われている生産技術による〕金属製品製造業には問題のあることがわ
かる。それに対して， 衣服・その他の繊維製品製造業は工業用水の使用量が最も少なく， また雇用
吸収力と電力の使用量は最も大きい。
(2〕新規導入産業の選定
以上の考察に基づいて， 妥当と思われる立地事例をいくつか想定し， それぞれについて上述の判
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第3-3表 産業別・出荷額，労働力，工業用水及び電力 〔l,OOOnf当り）
｜製造品出荷額［労 ｛観J カ｜工業用水 l電
〔万円〕 （人） (nf/13) 
電気機械器具製造業＊ 10, 130 
食料品製造業＊ 8,240 
（米薬製造業＊＊） 11,280 
（陳菜カン詰製造業＊＊） 7,690 
（つけ物製造業＊〉 8,090 
衣服・その他繊維製品製造業＊ 12,950 
金属製品製造業＊ 10,950 
金属製品製造業料 8,390 
一般機械器具製造業＊＊ 9,540 
（農業用機械製造業＊＊〕 13,600 
一般機械器具製造業＊ 6,580 
その他の製造業料 10,370 
（プラスチック製品料〕 9,610 
ホ昭和52年富山県データ（従業員30人以上の事業所〉を利用
料昭和51年全国データ（向上）を利用
12.11 
11.04 
12.62 
8.84 
8.40 
25.48 
7.09 
6.93 
7.38 
7.93 
6.07 
7.66 
6.83 
＊料電力に関する全国データは不明のため，富山県のデータを利用
20.67 
77.34 
21.52 
55.21 
24.65 
4.61 
68.13 
14.22 
13.77 
11.55 
27.16 
36.46 
31.91 
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力
(KWh／日〕
275.95 
582.80 
797.82＊キ＊
543.91キネ＊
572.20*** 
2,218.53 
1,027 .46 
787.25＊キ＊
466.81氷＊
665.48＊水木
321.97 
2,040.89＊ネ
1,891.32＊キ＊
第3-4表 新規導入産業の工場敷地規模別・製造品出荷額，雇用労働力，工業用水及び電力
二瓦~＼ 新規導入産業の工場敷地規模 i製造品出荷額(nf〕 (100万円〉 雇開力｜工業用水｜電 力（人〕 Cm／日〕（KWh／日〕
（刈電気機械器具製造業 8,250 835.7 99.9 170.5 2,276.6 
(B）米菓製造業 8,250 930.6 104.1 177.5 4,808.1 
ケース 1 
(C）製衣服品製・そ造業の他の繊維 8,250 1,068.4 210.2 38.0 18,302.9 
（富A,B,C,D: 
山県データ〕 む）一般機械器具製造業 8,250 542.9 50.0 224.1 2,656.3 
メ仁込' 5十 33,000 3,376.6 464.2 610.1 28,043.9 
ケース 2 
(A, B，とc は 制’一般機械器具製造業 8,250 787.1 60目9 113.6 3,351.2 
ケース 1 ア同じ
D＇：全国一 メ口込 言十 33,000 3,621.8 475.1 499.6 29,238.8 
タ〕
ケース 3 (A) 11,000 1,114.3 133.2 227.4 3,035.5 
(B) 11,000 l,240.8 138.8 236.7 8,776.0 
(A, B, C は (C) 11,000 1,424.5 280.3 50.7 24,403.8 ケース 1と同
じ） fコ為 計 33,000 3,779.6 552.3 514.8 36,215.3 
ケース 4 む） 4,500 296.1 27.3 122.2 1.448. 9 
(A, B, C, (E＇）プラスチック製品
rn主ケースuこ 製造業 3,750 360.4 25.6 119.7 7,092.5 
同じ， E＇：全
国データ〕 メ仁込I 言十 33,000 3,491.2 467.2 627.9 35,602.8 
ケース 5 
E~A, B, C, (D') 4,500 429.3 33.2 62.0 2,100.6 
t土ケース 41こ
同じ， D＇：全 fコ為 計 33,000 3,624.4 473.1 567.8 36,254.5 
国データ）
ケース 6 (F＇）金属製品製造業 3,750 25.9 2,952.2 (A, B, C, 
D'v主ケース5, メ口斗 言十 33,000 3,445.4 467.5 561.6 31,462.5 F＇：全国デー タ〉
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第3-5表立地想定事例の評価
与引時刻告書易｜雲働勇｜工業用水｜電 価
ケー ス 1 4 6 6 5 ① 。
ケー ス 2 4 A弘 ② ① ③ 000企
ケー ス3 3 ① ① ② 5 000 
ケー ス 4 5 4 5 6 4 
ケー ス 5 5 ② & 4 6 。ム
ケー ス 6 5 5 4 & & ムム
注第3-4表で，製造品出荷額，雇用労働力は多いJI原に，工業用水，電力は少ない順に，
順位をつけ，第I位と第2位にはO印を，第3位にはム印をつけている。
断基準となる各数値を計算したものが， 第3-4表である。 ここでは導入産業の種類及び各産業の
立地規模の組合せによって， 6つのケースについて計算されている。各ケースを相互に比較し， 評
価するために作成したのが第3-5表である。これは第3-4表で， 製造品出荷額， 雇用労働力は
大きい順に，また工業用水量， 電力量は小さい順に順位を付け， それぞれ第1位と第2位にはO印
を， 第3位にはど1印を付けたものである。 この表からケース2とケース3が相対的にすぐれている
ことがわかる。とくに， ケース2はどの判断基準においても上位に入っており， 導入にあたっての
最大の制約要因である工業用水の使用量においても， 6つのケースの中で最も少なし、。また， 導入
業種の種類で言えば，ケース3はケース2に含まれるO
かくして，以上の考察をまとめると， 当該地区に導入すべき産業として電気機械器具製造業， 米
菓製造業，衣服・その他の繊維産業，一般機械器具製造業を挙げることができる。
第3-6表導入業種への地元の期待
導入業種 繊フ維フ工業スチック樹脂加工業
一般機械器具加工業
男 300人
雇用期待
女 200人
従業員数
総数 500人
導入企警による｜工業出額 34億円
最後に， 以上の結論と地元城端町の期待とを比較して
おこう。城端町の『農村地域工業導入実施計画書（是安
地区）』 （昭和53年7月〕によれば，導入業種に関する
地元の期待は第3-6表にまとめられる。われわれのケ
スー 2，ケース3とこれを比較すると，雇用期待従業者
数，出荷額いずれも概ね一致しており， ケース2とゲー
ス3は地元の期待に十分応えられると考えられる。導入
する業種については，地元の期待する業種と多少のくい
資料：富山県城端町『農村地域工業導入実施 違いがあるが， われわれの検討した業種の中にいずれも
計画書（是安地区〉』（昭和53年7月〉 含まれている。城端町の導入業種の決定方法は上記『計
画書』では明らかではないが， 既存企業との関連を重視したものと推察される。米菓製造業のよう
に，現在，立地企業がなくとも， 将来が期待される業種があれば， 積極的に導入すべきであろう。
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第4章新規導入産業の立地計画
新規導入産業の立地計画は， 少なくとも次のような8つの観点から考慮、して定められることが必
要である。すなわち， 1. 立地対象地区の選定， 2. 土地利用計画， 3. 新規導入工業の工場配置
の基本方針， 4. 労働力利用計画， 5. 電力利用計画1j, 6. 工業用水利用計画， 7. 排水等の公害
防止計画， 8. 生産関連施設の利用計画，の観点である。
1. 立地対象地区の選定
新規導入産業特に新たに導入する工業の立地対象地区の選定にあたっては， 新規産業の導入地域
とみなされた城端町内の数地区について立地因子を十分に考慮し， 比較検討した結果， 少なくとも
4つの観点，すなわち，（1) 土地利用， (2) 土地取得難易度， (3) 工業用水，（4) 交通運輸の観点
から考えて城端町「是安地区」が最適の地区であると判断され，選定された。
(1) 是安地区は， 「新都市計画法」に基づく都市計画用途指定（昭和53年3月1目指定）では「工
業地域j と指定され，さらに， 「工業立地法」に基づく農村工業導入地区指定（昭和51年3月31日
指定）では「工場適地lと指定されている。
このように是安地区は土地利用の観点からみて工業導入地区として活用することが望ましい。
(2）是安地区は，土地改良事業などの農業投資実施区域外であり， 各種圃場整備作業， 用排水路
整備事業，農道整備事業が実施されていない地区であご。
第4-1表 工業導入地区の面積
普通畑
畑
樹園地｜草
? 宅 :i-の他 Iil H 回
30,753 3,328 
資料・城端町『是安地区農村地域工業導入実施計画書』 〔昭和53年7月〉
是安地区には未整備の回と普通畑が多く， 田は3.0753ha( =30, 753m2) , 普通畑は0.3328ha(= 
3,328,,f）である（第4-1表）。また， 農家1戸当りの農地提供面積も比較的少なく， その平均
提供面積は0.12印加（= 12. 5 a = l, 2印？？のである。 この地区内の民家3戸と農業用施設8棟の建
物は必要に応じて城端町が斡旋し， 立地企業全体の負担によって移転あるいは補償することになっ
ている。 このように土地取得難易度の観点からみれば， 是安地区における工業用地の取得は比較的
容易である。
(3) 是安地区は伏流水が城端町内で最も豊富な地域であるから， 井戸水すなわち地下水の利用が
可能であり，取水可能最大量は500ni／日である。 この地区の地下水利用については， 富山県の地下
水採集に関する条例が適用されない規制地域外であるから， 別に問題はなし、。 このように是安地区
は工業用水（淡水）の補給水量の水源の有無という観点からみれば， 伏流水や井戸水（地下水〉を
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補給水の水源として確保することができるし， しかも新規導入工業の工業用水需要量をある程度地
下水の供給量で五当することができることになる。なお，補給水量とは工業用水道， 上水道， 地表
水・伏流水，井戸水，その他の用水を合計した用水量のことであるO
(4) 是安地区には，この地区の西側に接して県道福野城端線が走り，南方600mの距離で国道 304
号線（これは県道金沢～平間聞が昭和44年12月に国道へ昇格したものである。）に接続する便利な
位置にあるO また，通勤駅となる国鉄城端線城端駅へ約 l,OOOm，貨物取扱駅となる国鉄城端線福光
駅まで約5,000mという近い位置にあるO 現在計画中の東海北陸自動車道（砺波～一宮間， 約 175.0
Ianである。砺波～城端間は12.0kmで、あり，状況は整備中である。城端～白鳥聞は84.0kmで・あり，状
況は準備中であるO 白鳥～美濃聞は46.°"1:mであれ状況は準備中である。美濃～笠松間は 21.0加で
あり，状況は事業説明中である。笠松～一宮聞は12.0kmで、あり， 状況は路線調査中である。富山県
用地課資料による原資料を用いた『富山県の歩み一一県民生活と県内経済一一』， 昭和53年版， 昭
和田年2月， 181頁，による。）の砺波インターチェ γジにも近く， 2,000m の距離である。冬期間
の一般県道，主要県道，国道8号線，国道41号線， 国道304号線とも除雪率は 100%であり（除雪率
については，富山県， 『昭和50年度道路除雪基本計画』， 昭和50年， と建設省， 『昭和田年度雪寒
対策計画』，昭和50年，によるO 〉， 冬期間の輸送状況に支障をきたす可能性は小さい。 このよう
に是安地区は輸送条件と交通条件に関する交通運輸の観点からみても良好である。
なお，是安地区から最寄港湾埠頭となる伏木港（昭和53年現在，水深lOm）まで、の距離は約3.5加
である。是安地区からの広域的な業務連絡用交通には， 富山空港と国鉄在来線が利用可能であるが，
将来は既定の国土開発の幹線陸上交通網の一環として建設される予定の北陸新幹線が利用可能にな
るであろう。
2. 土地利用計画
(1) 土地利用計画面積
昭和田年1月の是安地区の「工場適地調査」 （調査地区名南砺， 地区コード165, 適地番号009,
適地名是安。〕によれば，城端町の工場適地面積は第4 1表のように 3.9920ha (=39,9201ので
あるが，是安地区の工業導入可能面積は 3.6323ha( =36,323nわである。 これだけの面積の土地を
どのように利用すればよいであろうか。 この意味の土地利用計画は新規導入工業の規模を決定する
極めて重要な計画である。
第4-2表土地利用計画面積
土地利用別区分 面 積Crl〕 構成比 （%） 構成比 （%） 
工 業 用 地 33,058 82.8 91.0 
公共施設用地 3,265 8.2 9.0 
工業導入可能用地 36,323 91.0 100.0 
工 場 39,920 100.0 
工業導入可能用地は， ①工業用地，道路， 緑地及び排水路，② その他の施設などの公共施設
用地に分けて利用しなければならなし、。この場合の土地利用計画面積は上の通りである。
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この計画面積では， 工場適地39,920m2のうち91.0%が工業導入可能用地であり， このうちの91.0
Zを工業用地に，残りの9.0%を公共施設用地に利用する計画である。
(2) 土地所有者数と工業用地推定価格
是安地区の土地所有者数は61人であるO 土地提供可能年月日は昭和52年4月以降となっている。
土地の売却価格， 特に地目が固となっている土地の売却］予定価格は 1rf当り 5,000円以上と見込
まれるO この価格は是安地区の工業用地推定価格である。
(3) 地表と地盤の状況
是安地区の地表は平担な農地であるO その上，地盤状況は地耐力（地耐力とはN値， すなわち，
63.5匂のハンマーを75cm自由落下させ， 30cmの打ち込みに要する打撃回数のことである。 この打ち
込みの方法は標準貫入試験として行われる方法である。〉がN=30であり， 抗打可能な地盤までの
深さは約5.0mであるから，工業用地の造成は容易である （城端町，『是安地区農村地域工業導入
実施計画書』，昭和53年7月， 10頁， 13頁。〉。
(4) 工業用地の造成とその実施主体
是安地区の工業用地の造成は立地企業が実施主体になるものとするO
(5) 適切な工場敷地規模
第3章において既述したように，工業用地面積 33,058m2を有効に活用するためにはどうすればよ
いであろうかと考えた。そこで， 昭和田年11月に是安地区の現地調査を行った。さらに， 2つの重
要な資料，すなわち， 通産省， 『工業統計表』 （昭和51年）及び富山県総務部統計調査課， 『工業
統計調査結果表』 （昭和52年版）に基づいて数値計算を行った。その結果，いろいろな「立地想定
事例」を挙げて第3章， 1. の条件を満たす産業ないしは業種の立地可能性を検討することができ
た。さらに，次のような4つの観点，すなわち，①製造品出荷額，③ 雇用労働力，③工業用水
（淡水〕，④ 電力，の観点からその業種の立地可能性を評価した。 このような方法で選定した事
例がケース2とケース 3である。
ケース2とケース3のいわば「最適立地想定事例」において必要な工場敷地規模は， 次の第4-
3表の通りであるO
第4-3表 立地ケース別工場敷地規模（単位 nl)
ケース別 新規導入産業の業種 工場敷地面積
(A) 電気機械器具製造業 8,250 
(B）米菓製造業 8,250 
ケース 2 (C) 衣服・その他の繊維製品製造業 8,250 
むY一般機械器具製造業 8,250 
A口． 言十 33,000 
同帥柏l; ケース 2 と ~ij じ 11,000 11,000 
ケース 3 11,000 
メ口斗 2十 33,000 
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立地ケース2では，新規導入工業の4業種である （／＼）， （臥（C),0司がいずれも均等な工場敷地面積
8,2印rfを工場敷地規模として所有する場合である。
ケース3では， 4業種ではなくて（／＼）， (B), (C）の3業種が均等な工場敷地面積 11,000dを所有する
場合である。
(6) 土地利用計画における留意点
是安地区の工業用地の利用計画において何よりもまず留意すべきことは， 次のことである。 国や
富山県はもとより城端町が公害防止施設等の環境保全， 地域住民のコミュニティ活動や集会・行祭
事の日常生活的利便性を考慮した公共施設を新設し， 是安地区が周辺地域と調和のとれた工業地域
であるというイメージアップをはかるための努力をしなければならないということである。 さらに，
地価が値上りする以前に工業用地として土地を先行的に取得しておく必要があり， そのための資金
調達をどうすべきかを事前に考えておかなければならないということである。
3. 新規導入工業の工場配置の基本方針
新規導入工業の工場配置は，少なくとも次のような7つの観点， すなわち， (1) 立地企業数，（2)
工場用地割りないしは工業用地割りの大小とその構成， (3) 道路パタ一人 (4）生産関連施設，（5)
環境保全施設，（6) 景観，（η その他， に重点をおいた上で， 次の各観点に示した基本的な工場配
置方針を定める必要がある。
(1) 立地企業数
工場用地面積33,058dに最適な立地企業数は，ケース2が4企業，ケース3が3企業であるO
(2) 工場用地割りないしは工業用地割りの大小とその構成
工場用地すなわちロット (lot）の区画は，ケース2とケース3のそれぞれの立地ケースの場合に
ついて示した配置が望ましい（配置図参照〕。 ロットは立地企業の実情に応じた敷地面積あるいは
区画で分譲できるだけの巾をもたせた余裕のあるロット割りであることが工業用地の構成からみて
望ましし、。
(3）道路パターン
是安地区内の幹線道路は， 城端町が設置整備することになっている。 この道路はこの地区の通過
交通のために利用される可能性が大きいことから， ケース2 （立地企業数4）では是安地区の工業
用地全体の真中に設置し， ケース 3 （立地企業数3）では立地企業の工場敷地が幹線道路によって
分断されない東側の位置に配置することが望ましい。
工業用地の東側と北側の道路は， 輸送路としてその交通運輸機能を高めるために城端町が整備し，
その道路幅員を拡張する必要がある。立地企業の工場敷地内の道路は幹線道路に準じる道路として
利用し，工場敷地内には歩行者用道路も配置する必要がある。
道路と立地企業の位置との関連についてみれば， 例えば， 比較的貨物輸送量や人的交通量の多い
立地企業の工場は幹線道路に沿って配置することが望ましい。
(4）生産関連施設
立地企業の生産に必要な関連施設としてはケース2もケース3も変電所の設置が望ましし、。
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専用排水路については， ケース2もケース3も各工場敷地内に専用排水路を設置する必要がある。
この設置にあたっては当然地形上排水先とすべき山田川の流れの方向を考慮、に入れなければならな
L、から，専用排水路は配置図のように設置することが望ましい。
(5) 環境保全施設
是安地区内の環境保全施設としては，廃棄物処理施設， 煤煙処理施設， 排水処理施設などが必要
であるO これらの施設はケース2とケース3の立地企業が公害の未然防止と工場の衛生環境保全の
ために設置しなければならない重要な施設であるO
(6）景観
ケース2もケース3も景観上の配慮から経済性の許す範囲内で造成・整地水準の高い工業地域を
城端町の都市計画用途地域の中で整備しなければならない。工業地域は都市計画用途地域 149.4ha
の4.9%を占める7.4haで、あると計画されている（第2-52表）。
この点に関連して， 是安地区の環境保全地域社会との融和などの観点から新規導入工業の立地企
業の諸施策を整備し， その維持管理のあり方を考えておくことが重要な課題である。取り付けた幹
線道路，専用排水路などの生産関連基盤が不十分であれば， 交通混雑による操業上の不都合， 排水
問題から生じる公害等によって地域住民とのトラフールが生じ易L、から， 生産関連基盤の整備は十分
かつ慎重に多面的な視点から配慮されたものでなければならない。
新規企業の立地後の諸施策の維持管理については， 是安地区全体を統一的に管理できる何らかの
体制が必要であるO
工業用地の造成と施設の整備については， 立地企業の造成事業とこれに関連する城端町の公共事
業の進捗状況に不均衡が生じないように十分配慮し， その調整を図ることが必要である。工業用地
造成と各種焔設の整備にあたっては，立地企業，城端町， 富山県， 国の相互の役割分担と費用負担
を明確にすることこそ肝要である。
このような基本的な配慮、の下で景観と土地利用状況の 2つの観点から是安地区と周辺地区との調
和を図るために， 立地企業は環境保全施設として工場敷地内に企業緑地を造成する必要がある。 こ
の緑地の内部あるし、はこれと並行して歩行者用道路を配置し， 貨物輸送道路を歩行する際の危険を
未然に避ける必要がある。立地企業の従業者が日常利用する休憩のための小さな公園や広場は立地
企業の工場敷地内に配置することが望ましい。
(7）その他
騒音や振動の発生し易い企業は初めから導入してはならないが， それでも発生し易い企業がやむ
をえず導入されるときには， この企業の工場は是安地区周辺の民家からできるだけ離れた工場敷地
内に配置されることが必要で、ある。
4. 労働力利用計画
ケース2とケース3の労働力利用計画は，少なくとも次のような2つの観点， すなわち， (1) 雇
用吸収力と，（2）労働力需給計画，の観点から検討することができる。
(1) 雇用吸収力
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ケース2とケース3の業種別雇用吸収力を合計すれば， 第3-4表のように， 475～550人程度吸
収可能であるO
(2) 労働力需給計画
ケース2では475.1人，ケース3では552.3人の労働力の需要量が存在する。
これに対して，労働力の供給量は，①農業構造改善事業の進展や農業機械化による省力化の進展
に伴って就業時聞が短縮することから生じる農業の余剰労働力， ②城端町周辺市町村から通勤し
ている流入労働力， ③ 適当な就業機会が不足しているために、流出している若者が地元で就業機会
をみつけてUターンしたときや地元へ転勤したときの地元労働力， ④ 城端町から周辺市町村へ流
出している労働力（第4-4表）が地元に留まったときの労働力などによって十分に充足すること
ができる。
これらの労働力について以下において順次検討する。
①農業の余剰労働力をケース2とケース3で需要される労働力に活用する場合には， 城端町は
雇用期待従業者数回0人（男性初O人，女性200人〕に対する割合を66% （男性70%, 女性60%程度〉
とみなし， 新規導入工業への農業従事者の就業者数を 330人と見込んでいる （城端町， 『是安地区
農村地域工業導入実施計画書』， 昭和53年7月，頁。〉。この農業従事者の就業目標人数300人のう
ち45才以上の者を144人， 45才以下の者を186人と見込んでいる。
第4-5表 通勤可能圏内の地元雇用期待可能見込者数（単位人〉
労働力の区分 男 女 計
新 規 中 卒 者 一
新 規 高 卒 者 120 130 250 
有 効 求 職 者 615 613 1,228 
（中高年令者〕 (429〕 (292〕 (721〕
パートタイマー 100 100 200 
メ口込 計 1,678 
資料・城端町『工場適地調査』 （昭和52年）
② 城端町周辺市町村から城端町へ通勤可能な者の現状（第4-4表〉を参考にすれば， 通勤可
能圏域内の地元雇用期待可能見込者数は， 1.678人であり，このうち 14.9%は新規高卒者 250人であ
り， 11.9%はパートタイムの者200人である （第4-5表）。 是安地区を中心とした通勤圏には城端
町隣接4町村だけでなくて富山市と城端町との地図上の直線距離を半径とした円内の地域が含まれ
るが， 労働力確保の点では城端町は砺波市や高岡市とは競合関係にあるから， 城端町において就業
可能な通勤労働力は主として城端町隣接4町村に依存することになる。隣接4町村の昭和52年の人
口は合計50,943人である（第4-6表〉から， 新規導入企業が立地すれば， 新しい雇用機会も増加
するであろうと期待してもよいと考えられる。
③地元労働力のうち中高卒業者や大学鮮学者の中には適当な就業機会さえあれば地元で就職し
たし、と思う者がかなりいるはずで、ある。大都市や地方中核都市からの Uターン者も適当な雇用機会
さえあれば， Uターン現象による地元就職の定着化は徐々に進むであろう。
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第4-6表 通勤可能圏内地域の総人口，製造業人口（単位人）
地 域 人 口 ｜製造業就業人口 ｜製造品出荷額（万円〉
域 端 町 11, 938 
干高 光 町 22,660 
井 波 町 11,616 
干高 里子 町 15,230 
井 口 村 1,437 
砺 波 市 34,999 
矢 部 市 36,246 
高 岡 市
（参考〉富山市｜
資料．富山県統計調査課『工業統計調査結果表』 （昭和52年版〉
注昭和52年12月31日現在
2,362 l,856,655 
4,234 4,834,168 
2,043 l, 789,316 
3,242 4,411,759 
86 31,692 
3,564 3,064,276 
5,908 7,532,616 
30,248 41,240,774 
47,285,020 
④ 城端町から周辺市町村へ通勤する満15才以上の人口のうちで流出している労働力は， 第4-
4表のように，昭和50年10月1日現在では隣接4町村（福光町へ318人，井波町へ40人，福野町へ190
人，井口村へ10人）へは 558人であり，この人数は城端町常住人口 6,894人の 8.1%を占めているO
さらに，砺波市へは 179人，小矢部市へは68人，高岡市へは 232人，富山市へは91人，その他の県内
市町村へ63人がそれぞれ流出しており，これらの流出労働力 633人は城端町常住人口の 9.2%に相当
する。県外へは34人が流出しているから，流出労働力の合計は 1,225人となり， この人数は城端町
常住人口の 17.8%に相当する。 これらの流出労働力の何%かは新規導入工業の労働力として城端町
内に定着することができるであろう。
城端町隣接4市町村から城端町へ流入する労働力は， 第 4-5表によれば， 554人であり， この
労働力の供給量は城端町の就業地人口 6,358人の8.7%を占めている。その他の県内市町村から流入
する労働力は130人， 県外から流入する労働力は4人であるから， この場合の流入労働力の合計134
人は城端町の就業人口の2.1%を占めている。
結局のところ労働力については城端町は隣接4町村および砺波圏（富山県内の広域市町村圏の1
つ＝自治省設定）高岡市，小矢部市， 富山市との結びつきが強いことになるから， ケース2とケー
ス3において吸収可能な労働力500人前後の労働需要量に対しては十分な労働供給量を確保できる
であろう。労働力の質的側面は別として， 労働力の量的側面からみれば， 労働力の均衡需給量は得
られるとし、う見通しであるO
5. 電力利用計画
ケース2とケース 3において必要な電力需要量は， 第3-4表では， 29,300KWh／日～36,300
KWh／日である。この電力需要量は供給可能であるとしづ見通しである。
6. 工業用水（淡水〉利用計画
ケース2とケース3の工業用水（淡水〕の利用計画は， 少なくとも次のような2つの観点， すな
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わち，①工業用水（淡水〉の需要量， ② 工業用水（淡水） の水源とその供給量の可能性の観点
から検討することができる。
①工業用水（淡水）の需要量
ケース2とケース3における工業用水（淡水〕の需要量は， 第3-4表によれば， soom／日程度
である。
②工業用水（淡水）の水源とその供給量の可能性
供給量は井戸水（地下水〉の水源だけで500m＇／日が最大取水可能量であるから，工業用水（淡水）
の需給は満たされるか，少し不足するであろう。なお， 地下水の水質は硬度86.14PPMである（城
端町，前掲計画書， 10頁。〉。
井戸水（地下水）はその水量が不安定になりがちであるから， 安定的な供給水源として公共用上
水道がどうしても必要である。公共用上水道は城端町上水道事業として整備が進められており， 昭
和田年12月から利用可能である。しかし， 第2章の現状によれば， この上水道の給水量には限界が
ある（第2-48表〉。 また， 城端町では農業用水は農業に悪影響を与えないため使用しないことに
している。
是安地区では， 「工業用水（淡水〉 の水源とその供給量の可能性」いかんが新規導入工業の企業
立地を左右する極めて重要な立地因子ないしは立地条件であることをどんなに強調しでも強調しす
ぎることはない。ここでケース2とケース3の製造品出荷額， 雇用労働力， 必要工業用水〔淡水〉
量及び必要電力量を一覧すれば，第4-7表の通りである。
第4ー 7表 ケー ス2とケー ス3の製造品出荷額，雇用労働力，必要工業用水量及び必要電力量
ケース
ケース
製造品出荷額
（百万円〕
3,622 
3,780 
7. 排水等の公害防止計画
雇用労働力
（人）
475 
552 
工業用水
Cm／日）
500 
515 
電力
(KWh／日〉
29,239 
36,215 
城端町は， ケース2とケース 3の立地企業に対して公害防止に関する諸法令， 富山県公害防止条
例を厳守させ，公害防止処理施設の設置を義務づけることによって， また， 城端町と立地企業の間
で公害防止協定の締結を義務づけることによって公害発生を未然に防止する措置を講じることが必
要であるO
排水計画は，水質汚濁防止のためにケース2とケース3の立地企業の責任において操業開始まで
に排水処理施設を設置し， この施設の底した管理と運営を義務づけ， 農業用水に対して悪影響を及
ぼさないように，また， 地域住民の日常生活に被害を及ぼさないように， 政令基準にもとづいて完
全に処理した排水を専用排水路を通じて山田川へ放出する必要がある（第4-1図）。 さらに， 排
水計画に要する一切の費用は， 立地企業が負担するものとなるであろう。排水計画について留意す
べきことは， 立地企業が関係土地改良区および農業団体などとも十分に事前協議の上調整すること
が必要である。
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大気汚染防止計画については， ケース2とケース3の立地企業は硫黄酸化物排出量が規制基準以
下，すなわち， O.lS03mg/100cm2 ／日未満となるように（この場合 NDつまり検出されずと名づけら
れる。）良質燃料を使用し， ボイラーを設置する必要があるO また，降下煤塵量， 窒素酸化物濃度
も規制基準以下となるようにする必要がある。
騒音・振動防止計画についても， ケース2とケース3の立地企業は富山県の条例にもとづいて防
音壁の設置，企業緑地の配置， その他の施設などによって騒音を防止する必要がある。振動をおこ
さない企業の立地を考えることも必要である。
8. 生産関連施設利用計画
生産基盤を整備するための生産関連施設の利用計画は，第4-8表の通りである。
第4-8表 生産関連施設の利用計画
生産関連施設用地別区分 ｜面 積 ω ｜ 備 考
工 場 敷 地
立地企業の工場敷地内緑地面積，歩行者用道路面積，
33,000 休憩所，広場，福利厚生施設などの面積を含む。
公 道 路 用 地 l, 721 
共
幹線道路 744 長さ62m×幅l2m=744nl 
道 路 977 是安地区周辺の北側と東側lの道路幅員の拡張
用 排水路用 地 300 長さ75mx幅2mの排水路2本＝280nl
地 変電所用 地 1,300 
メ口斗 計 36,3ぉ ｜是安地区全体の工業導入地区の面積。第4-1表参照。
生産関係施設の利用計画は， 新規導入工業の工場配置の基本方針及び土地利用計画にもとづいて
立てる必要がある。工場敷地33,000m2，道路用地l,72lm2, 排水路用地300m2の他に，変電所用地
l, 300m"を用意し，変電所を設置することが望ましい。現在，是安地区に最も近い変電所（ZOKVA)
まで 2,000mの距離であり， 引込可能高圧線は6KVAである（北陸電力株式会社本社営業部で聴取
したことによるO 〉。
是安地区の道路と周辺地域の道路との関連については， 是安地区から将来建設される東海北陸自
動車道の砺波インターチェンジへ接続する道路用地の先行的確保が必要になるO そのためには， 是
安地区周辺の土地利用計画の策定とその土地の先行的取得， 農村工業導入地域として指定された是
安地区と調和するような周辺地域全体の開発整備が必要になるであろう。 この場合留意すべきこと
は， 城端町は環境保全地区や用途未指定地区の指定を行って将来に悔いを残す無秩序な乱開発を防
がなければならないということである。単なる国や富山県の予算ほしさや予算消化のための開発整
備は長期的観点に立てば決して望ましくないことであるO
なお， 生産関連施設ではないが， 是安地区における農業構造改善事業の進展に伴って生じる農業
従事者の余剰労働力を新規導入工業へ吸収する場合に増加すると考えられる乳幼児の保育需要に備
える必要があるO 現在，是安地区に城端町立南山田北部保育所が設置されているが， 昭和54年度に
はこれを改築し，保育定員の増加を図る計画がある。
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第5章結 論
以上の考察に基づいて， 城端町を中心とする絹人繊織物工業の産地への新規産業の導入計画及び
立地計画は，次のようにまとめることができるO
新規産業の導入地域は， 土地利用に関する各種の指定及び用地取得の容易さ， 立地基盤の点から，
城端町「是安地区Jが適当である。導入すべき業種は，種々検討の結果， 電気機械器具製造業， 米
菓製造業，衣服・その他繊維製品製造業，一般機械器具製造業が適当である。
上述の産業を導入したとき， 労働力は概ね480～550人が雇用され， 製造品出荷額は36～37億円が
見込まれる。必要とされる工業用水量は約500rrt／日であり，電力使用量は3～3.6万KWh／日である。
最後に，このような新規産業の導入， 立地計画の実現のために必要とされる 2' 3の点に触れて
おきたい。周知のように， わが国の経済はいま低成長経済への転換期にあり， 企業の投資意欲は減
退している。 こうした状況の中で企業誘致を行うためには， 低利資金の融資などの金融面での援助
とともに，固定資産税の減免など財政面の措置も必要とされるであろう。 また， 新規産業導入にあ
たって地元住民の雇用を円滑に促進するために， 技術の修得・訓練を行うことも必要となる。 これ
らの諸点については，地元城端町を始め，県，国からの積極的な援助が必要であろう。
